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は じ め に 
 

介護を社会全体で支え合う仕組みとしてスタートした介護保険制度は、制度創設以

来２０年以上が経過し、介護が必要な高齢者の生活の支えとして定着、発展してきま

した。 

現在、美幌町は人口減少に伴い、高齢者人口も減少傾向となっておりますが、令和

７年には団塊世代が７５歳以上となり、団塊ジュニア世代が６５歳以上となる令和 

２２年には介護ニーズの高い８５歳以上人口がピークを迎えると予想されます。 

ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯、認知症高齢者の増加が見込まれる中、 

今般の新型コロナウイルス感染症の拡大も重なり、高齢者を支える地域の環境は大く

変化しており、福祉に関する町民ニーズは年々多様化・複雑化しております。 

このような状況を受けて、「美幌町高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画」

では、第８期の取り組みを承継発展させ、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立

した日常生活を営むことができるよう地域包括ケアシステムを深化・推進していくと

ともに、介護保険制度の円滑な実施をはじめとする高齢者保健福祉施策を総合的に推

進してまいります。 

また、高齢者が少子高齢化社会における重要な担い手として、生きがいや役割を持

って活躍できるよう、環境づくりや介護予防の充実と推進を図ってまいります。 

本計画に盛り込まれた個々の事業を効果的に進めるため、今後とも町民の皆様をは

じめ、自治会、福祉団体、民間事業者及び関係機関の皆様と行政が相互に協力しなが

らそれぞれの役割を積極的に果たしていくことが必要となりますことから、ご理解と

ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

本計画の策定にあたりまして、熱心にご審議いただきました「美幌町高齢者保健福

祉・介護保険事業推進委員会」の委員の皆様をはじめ、貴重なご意見やご提案をいた

だいた町民の皆様や関係機関・団体の皆様に心から感謝申し上げます。 
 

令和６年３月 

美幌町長 平 野 浩 司 
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 第１章 計画策定にあたって                   

第１節 計画策定の趣旨 

１ 計画策定の背景と目的 
わが国では、令和７年にいわゆる団塊世代すべてが75歳以上となり、更にその先を

展望すると、団塊ジュニア世代が65歳以上となる令和22年に向け、既に減少に転じて

いる生産年齢人口の減少が加速する中で高齢者人口がピークを迎えます。 

美幌町においては、高齢者人口は減少しているものの高齢化率は年々上昇を続け、

令和５年９月末で、37.1％となっています。町民の約４割が高齢者となる中で、「支

える側」と「支えられる側」という関係を超えて一人ひとりが生きがいや役割を持ち、

互いに支え合える地域づくりが重要となります。 

「美幌町高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画」は、高齢化の進行を踏ま

えて、美幌町が取り組むべき高齢者の保健福祉施策を明らかにするとともに、介護保

険制度の円滑な運営を計画的に実現するために定めるものです。 

このたび策定する「美幌町高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画」は、第

８期の取組を承継発展させるとともに、計画期間中に団塊の世代が75歳以上となる令

和７年及びその先を見据え、地域とのつながりをさらに強化するため、高齢者の健康

づくりや生きがいづくり、地域全体で支え合う仕組みづくりとなる「地域包括ケアシ

ステム」を深化・推進し、介護保険制度を含めた高齢者保健福祉施策の総合的な推進

と円滑な実施を目指すものとします。 
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２ 計画策定の法的根拠及び計画の位置づけ 

「市町村老人福祉計画」は、老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の８に基

づき各市町村が策定することとされており、主な福祉サービスの見込み量を明らかに

し、高齢者福祉事業全般にわたり、供給体制の確保に関して必要な事項を定めるもの

です。 

また、美幌町では、この「市町村老人福祉計画」について、高齢者の福祉施策と密

接に関連する保健施策も含めて、「高齢者保健福祉計画」として策定します。 

一方、「市町村介護保険事業計画」は、介護保険法（平成９年法律第123号）第117

条に基づき策定するものです。介護保険給付等対象サービスや地域支援事業の見込み

量を定めるなど、介護保険事業の円滑な運営に際して必要な事項を定めるものであり、

「市町村老人福祉計画」にそのほとんどが包含されます。 

老人福祉法及び介護保険法では、これら２つの計画を一体のものとして作成するこ

ととされており、美幌町では、本計画の策定にあたり、それぞれが担う役割を明らか

にしたうえで、両計画を一体のものとして作成します。 

第１章 計画策定にあたって
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３ 美幌町の他計画との関係 

本計画は、将来における本町のあるべき姿と進むべき方向について、町の基本的な

指針を定めた最上位計画である「第６期美幌町総合計画」との整合性を図った上で策

定します。また、高齢者福祉施策に関連する「美幌町地域福祉計画」との調和を保ち

ながら本計画の策定を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「持続可能な開発目標（SDGs）」との関連 

本計画を推進することで、 2015 年の国連サミットで採択された 「持続可能な

開発目標（ＳＤＧｓ）」の達成に向けた取組にもつなげていきます。ＳＤＧｓは、１

７のゴール（目標）と１６９のターゲット（取組）から構成されますが、本計画と

関連性が高い目標として以下の３ 10 11 が挙げられます。 
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第２節 計画の構成                              

１ 計画期間 

本計画の対象期間は、令和６年度から令和８年度までの 3 年間となります。 

なお、介護保険制度のもとでの第９期の計画となり、本計画全体を 3 年毎に見直

します。 

２ 計画策定における推計の考え方 

令和 7 年、さらには令和 22 年の高齢社会の姿を見据え、改正介護保険法及び厚

生労働省の基本指針をもとに、3 年間（令和６年度 ８年度）の事業計画を策定し

ます。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

                    令和 7 年              令和 22 年 
                     ▲                  ▲ 
                                   
 
 
 
  

第 7 期計画 
(H30 Ｒ2) 

第 14 期計画 
(R21 R23) 

第９期計画 
(Ｒ6 Ｒ8) 第８期計画 

(Ｒ３ Ｒ５) 
第 10 期計画 
(R9 R11) 

令和 7 年(2025 年)さらには令和 22 年（2040 年）を見据えた計画の策定 

団塊世代が 75 歳以上に 団塊ジュニア世代が
65 歳以上に 
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第３節 計画の策定体制                                   

１ 美幌町高齢者保健福祉・介護保険事業推進委員会の設置 

「市町村介護保険事業計画」の策定にあたっては、被保険者の意見を反映させるた

めに必要な措置を講じることとなっています。（介護保険法第117条第11項） 

これを受けて、美幌町では、保健、医療、福祉に関係する機関・団体などから構成

される「美幌町高齢者保健福祉・介護保険事業推進委員会」を設置し、「美幌町介護

保険事業計画」と、これと一体的に策定する「美幌町高齢者保健福祉計画」について、

併せて協議しました。 

なお、本計画の着実な推進のため、計画期間中においては本委員会で中間評価とし

て実績の把握、分析、評価を行い、必要があると認めるときは、計画の変更、見直し

などの措置を講じます。 

２ アンケート調査の実施 
本計画の策定に先立ち、高齢者のニーズを把握し計画に反映するために、アンケー

ト調査を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護予防・日常生活圏域
ニーズ調査

在宅介護実態調査 介護事業所アンケート

目
的

高齢者の生活や活動状況、サー
ビスの利用状況や制度に関する
考え方を把握することを目的と
する。

要介護者の在宅生活の継続と介
護者の就労の継続に関する考え
方を把握することを目的 とす
る。

サービス提供上の課題を把握す
ることを目的とする。

対
象

令和4年12月20日現在 美幌町
在住の65歳以上の方から無作為
に抽出した1,800人

令和4年12月20日現在 要支
援・要介護認定を受けて在宅生
活されている方から無作為に抽
出した400人

美幌町内の介護保険施設、居宅
介護(予防)支援事業所及び介護
サービス事業所の全28事業所

期
間

令和5年2月1日 3月22日 令和5年2月1日 3月22日 令和5年5月12日 5月31日

方
法

郵送により調査票を発送・回収 郵送により調査票を発送・回収 郵送により調査票を発送・回収

回
収
数

回答1,027件（回収率57%） 回答210件（回収率53%） 回答28件（回収率100%）

第１章 計画策定にあたって
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第 2 章 美幌町の人口構成 

 

 

 

 

 

 

 

第２章では、美幌町の人口や高齢者人口などの現状と将来推計につ

いて、まとめています。 
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 第２章 美幌町の人口構成         

第１節 人口構成 

１ 人口構成 
 令和 5 年 9 月 30 日現在の美幌町の総人口は 17,882 人であり、そのうち男性が

8,746 人、女性が 9,136 人です。本計画策定時（令和 5 年度）の 10 年前である平成

25 年 9 月末の総人口 21,047 人と比べ、3,165 人の人口が減少しています。 

                                 （単位 人） 

区分 令和 2 年 令和３年 令和４年 令和５年 

総人口 19,001 18,633 18,293 17,882 

 
男性 9,232 9,071 8,927 8,746 

女性 9,769 9,562 9,366 9,136 
※数値は 9 月 30 日現在の住民基本台帳による。 

２ 人口の将来推計 
現在美幌町の総人口は減少傾向にあり、令和 6 年度以降も以下のとおり減少が予想

されます。 

（単位 人） 

区分 令和 6 年 令和 7 年 令和 8 年 令和 22 年 

総人口 17,330 16,778 16,480 12,442 

 
男性 8,482 8,218 8,074 6,137 

女性 8,848 8,560 8,406 6,305 
※数値は社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口」による。 

 

 

 

第２章 美幌町の人口構成
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３ 高齢者人口及び高齢化率の将来推計 

令和 5 年９月末現在の美幌町の 65 歳以上の高齢者人口は 6,631 人、高齢化率は

37.1％となっています。10 年前の平成 25 年度と比較しますと、当時の高齢者人口は

6,286 人、高齢化率は 29.9％となっており、高齢化率が 7.2％増加しています。 

美幌町の総人口はすでに減少傾向にあり、高齢者人口についても、令和元年度をピ

ークにその後減少傾向となっていますが、高齢化率については、少子高齢化などによ

り、その占める割合は年々増加しており、高齢者人口の減少数よりも、総人口の減少

数が上回ることで、今後も増加傾向は続くものと見られます。 

団塊の世代が 75 歳以上となる令和 7 年には、高齢化率が 38.6％に、団塊ジュニア

世代が 65 歳以上となる令和 22 年には、高齢化率が 46.0％になると推計されていま

す。 

（単位 人）  
区分 令和 5 年 令和 6 年 令和 7 年 令和 8 年 令和 22 年 

高齢者人口 6,631 6,551 6,472 6,454 5,728 

 
男性 2,847 2,803 2,759 2,746 2,432 

女性 3,784 3,748 3,713 3,708 3,296 

高齢化率 37.1 37.8 38.6 39.2 46.0 

※推計人口の数値は社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口」による。 

※「高齢者」とは 65 歳以上の方をいいます。 

※令和 5 年は 9 月末現在による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 美幌町の人口構成
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第２節 高齢者世帯の状況 

１ 高齢者世帯構成とその推移 
美幌町の高齢者のいる世帯は、夫婦のみの世帯、単身世帯がそれぞれ次のとおり増

加傾向にあります。中でも夫婦のみの世帯が著しく増加しており、その他同居世帯が

減少しています。 

（単位 人、世帯） 

区分 平成 12 年度 平成 17 年度 平成 22 年度 平成 27 年度 令和 2 年度 

総人口 23,905 22,819 21,575 20,296 18,697 

総世帯 8,760 8,883 8,725 8,626 8,309 

 1 世帯当たり人員 2.7 2.6 2.5 2.4 2.3 

高齢者がいる世帯 3,169 3,552 3,838 4,217 4,321 

 夫婦のみの世帯 1,029 1,248 1,143 1,307 1,929 

  
高齢者がいる世
帯に占める割合 

32.5% 35.1% 29.8% 31.0% 44.6% 

 単身世帯 566 776 977 1,189 1,356 

  
高齢者がいる世
帯に占める割合 

17.9% 21.9% 25.5% 28.2% 31.4% 

 その他同居世帯 1,574 1,528 1,718 1,721 1,036 

  
高齢者がいる世
帯に占める割合 

49.6% 43.0% 44.7% 40.8% 24.0% 

※数値は国勢調査による。 

第２章 美幌町の人口構成
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第３章 高齢者の現状 

 

 

 

 

 

 

 

第３章では、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果にもとづく、 

家族構成、生活状況、社会参加など、現在の高齢者の暮らしの状況 

について整理します。 
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 第３章 高齢者の現状                                                    

第１節 高齢者の暮らしの状況               

１ 家族構成 

（１）１人暮らし高齢者、高齢夫婦世帯等 

アンケート調査における『ひとり暮らし』は全体の 18.4％、『夫婦２人暮らし(とも

に 65 歳以上)』は 48.4％を占めており、『夫婦２人暮らし(配偶者 64 歳以下)』3.4％、

『親と同居』2.8％も含めると、73.0％となります。 

                                              (人、%) 

項目 回答数 構成比 

１人暮らし 189 18.4 

夫婦２人暮らし(ともに 65 歳以上) 497 48.4 

夫婦２人暮らし(配偶者 64 歳以下) 35 3.4 

親と同居 29 2.8 

息子・娘との同居（２世帯住宅含む） 223 21.7 

その他（無回答含む） 54 5.3 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 高齢者の現状
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２ 介護、介助の状況 

（１）日常生活での介護・介助の状況 

『介護・介助は必要ない』方は 80.4%、何らかの『介護・介助を受けている』方は

9.3%となっており、『介護・介助が必要だが受けていない』方は 8.4%となっていま

す。 

(人、%) 

項目 回答数 構成比 

介護・介助は必要ない 826 80.4 

現在、何らかの介護・介助を受けている 96 9.3 

何らかの介護・介助は必要だが現在は受けていない 86 8.4 

その他（無回答含む） 19 1.9 

３ 運動など 

（１）日常生活動作 

『階段を手すりや壁をつたわらずに上れる』方は、56.2%となっていますが、『転

倒に対する不安がある方』が、とても不安、やや不安を合わせると 58.1%となってお

り、転倒に対し不安を感じている方が多いことがわかります。 

階段を手すりや壁をつたわらずに上れる(人、％)    転倒に対する不安がある (人、％) 

項目 回答数 構成比  項目 回答数 構成比 

できるし、している 577 56.2  とても不安である 186 18.1 

できない 204 19.8  やや不安である 411 40.0 

できるけどしていない 200 19.5  あまり不安でない、 
不安でない 

407 39.7 

その他（無回答含む） 46 4.5  その他（無回答含む） 23 2.2 

第３章 高齢者の現状
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（２）外出頻度 

『週に 1 回以上外出をしている』方は、週 5 回以上、週 2 4 回を合わせると 72.8％

となり、多くの方がよく外出しているように見えますが、『外出を控えている』方が

39.2％おり、その理由として最も高かったのは『足腰などの痛み』が 32.3％と、足腰

などの能力の低下が外出頻度の抑制に繋がっていると考えられます。 

また、その他の理由で最も多かったのは、新型コロナウイルス感染症への不安であ

り、こちらも高齢者の外出抑制に大きな影響を与えていると考えられます。 

週に 1 回以上外出している （人、％）       外出を控えている   (人、%) 

項目 回答数 構成比  項目 回答数 構成比 

週 5 回以上 273 26.6  いいえ 613 59.7 

週 2 4 回 474 46.2  はい 403 39.2 

週 1 回 175 17.0  その他(無回答含む) 11 1.1 

ほとんど外出しない 88 8.5     

その他(無回答含む) 17 1.7     

外出を控えている理由               (人、%) 

※複数回答可のため、構成比は実回答数(403 人)の割合 

 

  

  
足腰など

の痛み 

外での 

楽しみが

ない 

目や耳 

の障害 

病気、障

害(後遺

症など) 

交通手段

がない 

トイレの

心配 

(失禁等) 

経済的 

な理由 

その他 

(無回答 

含む) 

回答数 130 75 49 42 39 33 28 163 

構成比 32.3 18.6 12.1 10.4 9.7 8.2 6.9 40.5 

第３章 高齢者の現状
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４ 口腔、栄養 
 『半年前に比べて硬いものが食べにくくなった』方は 34.7％、『お茶や汁物等でむ

せることがある方』は 31.5%、また、『６か月間で２ ３㎏以上の体重の減少があっ

た方』は 16.4%と、口腔機能の低下や、体重の変化を感じている方が多いことが見

られます。 

５ 物忘れ 

 『物忘れが多い』と感じている方は 46.0%おり、また『今日が何月何日かわからな

い時がある』と回答した方は 22.3%と、物忘れの傾向が出てきていることが見られ

ます。 

６ 日常生活 

（１）買い物、食事の用意 

『自分で買い物をしている』方は 80.1%、『自分で食事の用意をしている』方は、

69.3％となっております。 

（２）介護や福祉の相談先 

介護や福祉に関して、家族や友人・知人以外の相談先としては、『地域包括支援セン

ター・役場』と答えた方が一番多く 22.7%となっておりますが、『そのような人はい

ない』と答えた方が 39.8％おり、相談窓口のさらなる周知が必要であると考えられ

ます。 

第３章 高齢者の現状
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７ 社会参加について 

（１）地域での活動について 

地域での活動では、『町内会・自治会』が 22.4％、『収入のある仕事』が 21.1％、

『趣味関係』が 17.3％、『スポーツ関係』が 14.7％、『ボランティア関係』が 11.4％、

『老人クラブ』が 9.4％、『学習・教養サークル』が 3.9％、『介護予防のための通いの

場』が 3.0％となっており、多くの方が地域での交流が乏しいことが伺えます。 

ボランティア活動に参加しやすい形態では、『身近な場所で行われている』が 33.4％、

『一緒に活動する仲間がいる』が 29.6％、『初めてでも行ける雰囲気がある』が 25.4％

となっており、参加のしやすい環境づくりが必要と考えられます。 

８ 福祉サービス 
（１）福祉サービスの利用について 

現在利用している福祉サービスの上位は、『住宅設備改善助成』が 3.7％、『緊急通

報システム』が 2.2％、『在宅高齢者等除雪サービス』が 1.7％となっております。 

また、今後利用したい福祉サービスの上位は、『移送サービス』が 64.5％、『緊急通

報システム』が 63.0％、『在宅高齢者等除雪サービス』が 59.1％、『認知症高齢者等

SOS ネットワーク』が 58.4％となっており、需要が高い状況となっていることから、

今後も安定した提供と周知が必要と考えられます。 

  

第３章 高齢者の現状
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９ 認知症 

（１）相談先 

認知症の症状がある又は家族に認知症の症状があると回答した方は、12.4％、現在

治療中、または後遺症のある病気について、『認知症（アルツハイマー病等）』と回答

された方は 1.1％となっています。 

認知症に関する相談窓口として『地域包括支援センター』を知っていると回答した

方は 49.2%となっており、相談窓口として『地域包括支援センター』のさらなる周知

が今後も必要であると考えられます。 

（２）成年後見制度 

成年後見制度を知っている若しくは聞いたことはあるという方は合わせて 69.1%

となっており、徐々に周知されてきておりますが、今後も必要とされる方の増加が見

込まれることから、社会福祉協議会で運営している成年後見支援センターのさらなる

周知が必要と考えられます。 

 

第３章 高齢者の現状
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第４章 計画策定の基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

第４章では、計画を進めるうえでの目標・視点や、施策の基本方針に

ついて、計画策定の基本理念を定めます。 
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 第４章 計画策定の基本理念                                              

第１節 計画を進めるうえでの目標・視点 

 

 

 

高齢化が一層進展し、高齢者のライフスタイルや生活意識、ニーズ等がさらに多様

化していく中で、高齢期を迎えても、それぞれの方が、豊富な経験や知識、特技等を

地域社会に活かしながら生きがいを持ち、互いに支え合う、参加と協働の地域づくり

を推進していく必要があります。 

また、要介護者や認知症状のある方が増加する中で、介護・医療等の支援を必要と

する高齢者も、可能な限り住み慣れた地域で個人の尊厳やその人らしい生き方が尊重

され、自立し安心して生活していくことができるよう、町民、事業者等と連携・協働

していくことが必要であり、すべての人が地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め

合う地域共生社会の実現に向けた「地域包括ケアシステム」の充実・強化が重要であ

ります。 

これらの町の状況や介護保険制度改正の考え方を踏まえ、本計画では、「高齢者が

住み慣れた地域で生きがいをもって、互いに支え合いそして安心して暮らせる町の実

現」を目標・視点とします。 

  

高齢者が住み慣れた地域で生きがいをもって、 

互いに支え合いそして安心して暮らせる町の実現 

目標・視点 

第４章 計画策定の基本理念
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第２節 計画目標を達成するための基本方針 

高齢者がいつまでも健康で、生きがいや役割をもち、活躍できる環境づくりを推進

するとともに、支援が必要な人を地域全体で支えていく地域包括ケアシステムの充実・

強化に取り組み、目標・視点の実現を図るため、以下の基本方針を掲げ総合的に施策

を推進します。 

 

 
       
 ① 介護保険・高齢者生活支援サービスの充実 

 
      ② 地域包括支援センターの体制整備 
 

③ 認知症施策『共生と予防』の推進 
 
      ④ 高齢者虐待防止 
 
      ⑤ 介護予防・健康づくりの推進 
 
      ⑥ 生きがいづくり・支え合い活動の推進 
 
      ⑦ 介護予防・日常生活支援総合事業の推進 
 

⑧ 在宅医療・介護連携の強化 
 

⑨ 地域ケア会議の推進 
 

⑩ 地域における生活環境の充実 

基本方針 

第４章 計画策定の基本理念
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第５章 計画基本方針を達成するための展開 

 

 

 

 

 

 

 

第５章では、施策の基本方針にもとづき、各施策について、計画期間

における施策展開の方向性や方策等を定めます。 
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 第５章 計画基本方針を達成するための展開                                

第１節 介護保険・高齢者生活支援サービスの充実  

 高齢者が病気やケガが原因で介護や支援が必要となったときでも、住み慣れた地域

や家庭で本人の力を活かし、自立した生活を続けられるように、様々なサービスの充

実を図り、高齢者の心身の状態や生活環境に即したサービスの提供を進めます。 

居宅での生活が困難になった場合のために、民間活力による介護保険施設の計画

的な整備の必要性について今後も状況を見ながら引き続き検討を進めます。 

また、関係機関、団体との連携を図りつつ、総合的な介護人材確保に努めます。 

 

 

 

１ 介護サービス基盤の充実 

２ 介護人材の養成及び確保 

３ 高齢者福祉在宅サービスの推進 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険・高齢者生活支援サービスの充実 

第５章 計画基本方針を達成するための展開
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１ 介護サービス基盤の充実 

       （１）居宅（介護予防）サービス 

高齢者が可能な限り在宅生活を継続できるよう、介護保険法の要介護認定で要介

護・要支援と認定された方は、介護支援専門員（ケアマネジャー）が作成する介護（予

防）サービス計画（ケアプラン）に基づいて提供される、訪問介護や通所介護などの

居宅サービスの充実を図ります。 

あわせて各サービスの制度及び利用について、町広報誌やホームぺージへの掲載、

出前講座等を活用し、広く認知されるよう努めます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 訪問介護（ホームヘルプ） 

ホームヘルパーが訪問し、食事・入浴・排せつなどの身体介護や調理・掃除

などの生活支援を行います。 

② 訪問入浴介護 

入浴設備や浴槽を積んだ移動入浴車で訪問し、入浴の介助を行います。 

③ 訪問看護 

看護師等が訪問し、主治医と連絡をとりながら療養上の世話又は必要な診療

の補助を行います。 

④ 訪問リハビリテーション 

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士が訪問し、日常生活の自立を助けるた

めのリハビリテーションを行います。 

⑤ 居宅療養管理指導 

医師、歯科医師、薬剤師等が訪問して、療養上の管理や指導を行います。 

 

主な取組 

第５章 計画基本方針を達成するための展開
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⑥ 通所介護（デイサービス） 

日帰りのデイサービスセンターなどに通い、入浴・日常動作訓練・レクリエ

ーションなどを行います。 

⑦ 通所リハビリテーション（デイケア） 

介護老人保健施設、病院等に通い、入浴、食事の提供等の日常生活の支援や

リハビリテーションのほか機能訓練を行います。 

⑧ 短期入所生活介護（ショートステイ） 

特別養護老人ホームなどに短期間入所しながら、介護や機能訓練を行います。 

⑨ 短期入所療養介護 

介護老人保健施設や介護療養型医療施設などに短期間入所しながら、医学的

な管理のもとで介護や機能訓練を行います。 

⑩ 特定施設入所者生活介護 

有料老人ホームなどの特定施設に入所している要介護者等について、計画に

基づき、入浴、排せつ、食事等の介護と機能訓練を行います。 

⑪ 福祉用具貸与 

居宅での介護に必要な歩行器や手すりなどの福祉用具の貸与を行います。 

⑫ 特定福祉用具販売（福祉用具購入費の支給） 

貸与になじまない排せつや入浴のための福祉用具を購入した場合に、その費

用の一部について支給を行います。 

⑬ 居宅介護住宅改修費支給 

手すりの取り付けなどの小規模な住宅改修を行った場合に、その費用の一部

について支給を行います。 

主な取組 
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（２）施設サービス 

介護保険施設では、２４時間介護を必要とするなど在宅生活が困難な要介護者に対

対して、介護や看護、機能訓練、療養上の管理などを行います。 

今後の施設整備についても、介護保険施設については広域型(北網圏域でベット数が

調整される施設)であるため、美幌町内での状況はもちろんのこと、圏域全体での待機

者数や利用見込などについても勘案し、介護保険料全体の今後の推計も考慮しながら

引き続き検討を進めます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

入所者に、施設サービス計画に基づいて介護等の日常生活上の世話、機能訓

練、健康管理及び療養上の世話を行います。   

② 介護老人保健施設（老人保健施設） 

入所者に、施設サービス計画に基づいて看護、医学的管理下における介護及

び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活の世話を行います。    

③ 介護医療院 

入所者に、施設サービス計画に基づいて療養上の管理、看護、医学的管理下

における介護等の世話及び機能訓練その他必要な医療を行います。 

 

主な取組 

第５章 計画基本方針を達成するための展開

- 27 -



                                       

（３）地域密着型サービス 

地域密着型サービスは、高齢者が要介護状態になっても、できる限り住み慣れた

地域や家庭で生活が続けられるように、運営推進会議等を通して意見交換を行い、よ

り身近な地域でのサービスの提供を図ります。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 認知症対応型通所介護 

認知症の状態にある要介護者について、日帰りの認知症型デイサービスセンタ

ーに通い、入浴、食事の提供等の日常生活上の世話、機能訓練を行います。 

② 認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

認知症の高齢者が９人（1ユニット）で共同生活をし、家庭的な雰囲気の

中で、入浴・排せつ・食事等の介護や機能訓練を行います。  

③ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

特別養護老人ホーム（入所定員29人以下）において、入浴・排せつ・食事

等の介護や、相談及び援助、機能訓練を行います。 

④ 地域密着型通所介護 

日帰りの小規模デイサービスセンター（定員18人以下）などに通い、入

浴・日常動作訓練・レクリエーションなどを行います。 

⑤ 小規模多機能型居宅介護 

訪問、通所、短期入所により、入浴・排せつ・食事等の介護や、その他日常

生活上の世話、機能訓練を行います。 

 

主な取組 
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（４）町内に事業所を置く主なサービス別の事業者数     （令和 5 年 12 月時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 上記には項目により介護予防も含む。 
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（５）施設整備の検討が必要なもの 

サービス提供体制整備の検討が必要なものとして、以下のサービスが上げられます。

今後、民間活力による整備を誘導しつつ、介護保険の給付費の伸び率等も含め検討し、

可能な限り住み慣れた地域や家庭で自立した生活を続けられるように、高齢者の心身

の状態や生活環境に即したサービス提供を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」  

訪問介護と訪問看護を連携させて、日中・夜間を通じて短時間の定期巡回訪

問と通報による随時の訪問等を行うものです。 

「夜間対応型訪問介護」  

夜間に、ホームヘルパーが定期的な巡回や通報による随時の訪問を行い、排

せつの介護や日常生活上の緊急時の対応などを行うものです。 

「看護小規模多機能型居宅介護」  

小規模多機能型居宅介護と訪問看護を組み合わせて、介護と看護を一体的に

提供し、医療ニーズの高い要介護者に対応するものです。 

「地域密着型特定施設入所者生活介護」 

介護保険の事業者指定を受けた、小規模な有料老人ホームやケアハウスなど

（定員29人以下）で生活しながら介護を受けられるものです。 
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（６）サービスの質的向上 

介護保険制度への信頼を維持していくとともに、多様化するニーズに対応した質の

高いサービスを提供するため、地域包括支援センターなどが実施する各種研修の充実

とその資質の向上を図ります。 

また、利用者が自らの意思によって適切なサービスを選択できるように、介護保険

に関する情報をわかりやすく発信できるよう努めます。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

① 地域包括支援センター職員研修の実施 

地域包括支援センター職員や主任介護支援専門員等が、地域の介護支援専門

員に対して、適切な指導や助言ができるよう、専門的知識や技術の習得を目的

とした研修を実施します。 

② 介護保険制度に関する情報の効果的な提供 

パンフレットやホームページなどによって、介護保険制度や、サービス事業

者に関する情報などをわかりやすく提供し、高齢者やその家族などが必要な情

報を得やすい環境づくりに努めます。 

主な取組 
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２ 介護人材の養成及び確保 
急速な高齢化による介護サービス需要の増大と生産年齢人口の減少が見込まれる

中、介護人材の確保及び定着・養成は重要課題となることから介護サービス事業者、

国や道と連携し、取り組みを推進します。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）介護職員等の担い手確保 

① 介護従事者資格取得支援事業補助の実施 

町内の介護人材の確保等の促進を図るため、介護サービス事業所等に従事す

る者に対し、資格取得に係る経費の補助を行うことにより、安定的な介護事業

を進めます。 

② 介護従事者確保対策事業住宅準備補助の実施 

 町内の介護人材の確保等の促進を図るため、介護サービス事業所等に新た

に常勤雇用として就職する介護従事者に対し、住宅の準備に要する費用の補助

を行うことにより、新規就業の定着を促し、不足解消を図ります。 

③ 介護従事者確保対策事業就業支援補助の実施 

町内の介護人材の確保等の促進を図るため、介護サービス事業所等に新たに

常勤雇用として就職した介護従事者に対し、補助することにより、新規就業の

定着を促し、不足解消を図ります。 

（２）介護現場の生産性向上 

国や道と連携し、職場環境の改善や働きやすい職場づくりの取組を推進する

ため、研修の開催や補助金等の周知を行うとともに事務負担軽減を図るための

取組を推進します。 

 

主な取組 
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３ 高齢者福祉在宅サービスの推進 
 美幌町では介護保険法に基づくサービスのほか、町独自のサービスの充実を図りま

す。あわせて各サービスの制度及び利用の周知活動について、効果的な方法を検討し、

広く認知されるよう努めます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）短期宿泊利用サービス支援 

介護者が諸般の事情により介護を行えない場合、一時的にショートステイを

利用し介護を行います。 

（２）住宅改修支援（地域支援事業 任意事業） 

住宅改修を利用する際に必要な住宅改修理由書作成の代行料経費を助成し

ます。 

（３）住宅設備改善助成事業 

手すりの取付、段差の解消などの住宅の設備改善を行った場合、一世帯 18

万円を限度に助成します。 

（４）緊急通報電話貸与事業 

具合が悪くなった際など緊急事態がおこったときは、ボタンを押すだけで通

報できるとともに、24 時間以内にセンサーの前を通らなかった場合に自動で

通報される装置を貸し出します。 

（５）除雪サービス 

  除雪労力の確保が困難な世帯に対し、日常生活の維持と事故防止のため、避

難経路の確保を行います。 

（６）配食サービス事業（地域支援事業 任意事業） 

  食事を作ることが難しい場合に、夕食を届けるサービスを行い、併せて安否

の確認を行います。 

主な取組 
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（７）移送サービス等の支援 

病院受診など歩行困難で一般の交通機関や家族による送迎が難しい場合に

特殊車両（リフト付き）で送迎を行います。 

（８）介護用品（おむつ）支給事業 

  在宅で生活している寝たきり高齢者などで、生計中心者が所得税非課税の世

帯に、紙オムツ・尿取りパットなどのオムツを支給します。 

  また、使用済みおむつ類の無料収集を行います。 

 

主な取組 
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第２節 地域包括支援センターの体制整備 

これまでの総合的な相談対応を始め、複雑化・複合化したニーズへの対応や地域の

相談支援機能の強化、地域と密着した各種予防事業、普及・啓発等に加え、地域包括

ケアシステムの深化・推進に向けた地域の拠点としてセンターの役割はこれまで以上

に大きくなっていきます。そのため、よりよい支援を行えるよう体制を整えるととも

に関係団体等との連携を深め、地域全体で高齢者を支える体制づくりを推進します。 

 

 

１ 体制強化と適正運営 

 

 
  

地域包括支援センターの体制整備 
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１ 体制強化と適正運営（地域支援事業 包括的支援事業） 

地域包括支援センターには、基準で定められた保健師等及び社会福祉士、主任ケア

マネジャーの 3 職種が配置され、それぞれの職員が専門性を活かし、介護予防マネジ

メント、総合相談支援事業、権利擁護事業等の取り組みを行っていますが、今後の高

齢化の進展等に伴い増加するニーズに適切対応するため、機能や体制の強化を図り、

地域包括ケアシステムにおける中核的な機関として今後もさらなる機能発揮に向け適

正な運営に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）体制強化 

① 相談窓口としてのさらなる周知 

今後も、介護の相談先として町民からの認知度をさらに高めるために、広

報等を利用しながら、さらなる周知を図ります。 

② 体制の整備 

介護予防支援や総合相談支援業務など地域への支援をより適切に行う体

制整備のため、業務の簡素化や研修等による質向上とともに各事業所等との

連携を図ります。 

③ 行政等との連携強化 

町、社会福祉協議会及び介護サービス事業所、民生・児童委員などの関係

機関とさらなる連携強化を図り、様々な地域課題に町と共に適切な対応を行

います。 

 

主な取組 
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（２）適正運営 

① 地域包括支援センターの人員の適正配置制 

高齢化が急速に進む中で相談件数が増加していることと、現在の業務に加え

てさらに地域包括ケアシステムにおける重要な役割を担うため、それに対応す

ることができる体制強化を図ります。 

② 地域包括支援センター運営協議会の設置 

地域包括支援センターの公正・中立性を確保する観点からサービス事業者、

関係団体、介護保険利用者、高齢者団体等からなる「美幌町地域包括支援セン

ター運営協議会」を設置し、円滑なセンターの運営や事業評価の取組など、継

続的な評価・点検の取組を強化します。 

主な取組 
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第３節 認知症施策『共生と予防』の推進          

「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」が公布されたことを踏まえ、認

知症になっても本人やその家族が尊厳を保持しつつ希望を持って地域で安心して暮ら

していけるよう、認知症に対する町民の理解を一層深めるための取組を進めるほか、

本人とその家族の視点を重視しながら支援する相談支援体制及びネットワークの構築、

意見表明の機会や社会の様々な活動に参画する機会の確保、適切なサービス提供など

の整備・強化を図ります。また、成年後見制度の利用促進ため、さらなる権利擁護の

充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 認知症の相談支援及び早期発見 

２ 認知症に関するネットワークの強化 

３ 認知症の理解のための普及啓発活動の推進 

４ 認知症高齢者及び家族に対する支援 

５ 認知症予防事業の促進 

６ 成年後見制度の利用促進 

 

認知症施策『共生と予防』の推進 
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（１）地域包括支援センターの戸別訪問、相談窓口の充実 

地域包括支援センターが実施している戸別訪問を継続し、事案により保健師、保健

福祉課職員も同行して戸別訪問を実施します。また、支援が必要な方への総合的な相

談対応とともに各種制度の申請受付を行い、認知症地域支援推進員による細やかな相

談対応などで充実を図ります。今後も相談者の状況を的確に把握し、相談対応や情報

提供に努めていくとともに、広報などにより相談窓口のより一層の周知を図ります。 

（２）認知症ケアパスの活用及び普及周知 

認知症の在宅支援に係る医療や介護サービスの情報を整理し、資料化した認知症

ケアパスを活用するとともに、医療機関や薬局などの関係機関に配布し、保健福祉課

及び地域包括支援センターにおいて認知症ケアパスの周知を図っていきます。 

（３）脳ドックや健康チェック等の支援 

 町の脳ドックの推進を図るとともに、地域の通いの場で定期的に参加者の健康チ

ェックを促すなど、認知症の疑いのある方の早期発見・早期支援ができる取組みを行

います。 

（４）認知症初期集中支援チーム・認知症地域支援推進員などの活用による早期発見 

 できる限り住み慣れた地域や家庭で暮らし続けられるために、認知症の高齢者、そ

の家族に早期に関わる認知症初期集中支援チームを配置し、早期診断、早期対応に向

けた支援体制の構築を図るとともに、認知症地域支援推進員の配置により必要なサ

ービスが提供されるための調整を行います。 

主な取組 

１ 認知症の相談支援及び早期発見 
認知症の高齢者とその家族からの相談支援について認知症地域支援推進員を配置

するなどの体制強化を推進し、また、認知症初期集中支援チームを活用した適切な診

断に基づく早期介入に努めます。 
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２ 認知症に関するネットワークの強化 
 認知症の高齢者が地域で安心・安全に暮らすことができるように、関係機関との

ネットワーク構築など必要な体制づくりを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）チームオレンジ構築に向けた体制づくりの検討 

 認知症の方や家族の困りごとの支援ニーズと認知症サポーターを結びつける取

組みであるチームオレンジの構築に向けた体制づくりに努めます。 

（２）美幌町認知症高齢者等ＳＯＳネットワークあんしんねっとびほろ 

 認知症高齢者等で徘徊などが心配される方について、家族などが事前登録届を提

出し、必要情報を事前に登録して、町・消防・警察と情報共有を行います。もし行

方不明となった場合は、登録協力会員へメールで情報提供を呼びかけ、警察と連携

しながら、関係機関などの協力を得て早期発見に努めます。 

（３）びほろ折り梅の会 

 びほろ折り梅の会は認知症の予防や、サポートを目的とした団体で、福祉団体や

地域のボランティア団体等で構成され、認知症に関するネットワーク強化を図って

おり、今後も地域への認知症の啓蒙啓発を推進していきます。 

主な取組 
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３ 認知症の理解のための普及啓発活動の推進 
認知症についての正しい知識などが町民に理解されることが、地域における認知症

高齢者やその家族への適切な支援や支え合いに繋がるため、認知症に関する啓発活動

を通じて多世代の町民や関係機関が認知症を理解する機会を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）認知症サポーター養成講座の実施 

 認知症に関する正しい知識を持って認知症の方やその家族を地域や職域で

見守り支える「認知症サポーター」の養成を引き続き推進します。特に若年層

や現役世代など幅広い世代に養成講座の開催を働きかけ、若い世代のサポータ

ーの養成を推進します。また、講師となるメイトのさらなる活躍の場について

も検討を行います。 

（２）若年性認知症やヤングケアラーの町民向け講演会等の実施 

若年性認知症（65歳未満で発症）の方は、本人や家族などが何らかの異常に

気付いても受診が遅れることが多く、また就労や生活費等の経済的問題が多い

ことなどの特徴があり、若年性認知症を正しく理解するために講演会等を実施

します。また、家族に病気や障がいがあることにより本来は大人が負担すべき

役割を担っているヤングケアラーに対する理解促進のため、若年性認知症と合

わせ周知に努めます。 

（３）びほろ折り梅の会による認知症の理解促進 

 びほろ折り梅の会による町民フォーラムの開催やリーフレット等の作成に

より、地域での認知症への理解を深めることを行います。 

（４）世界アルツハイマーデー及び月間イベントの開催 

 アルツハイマー病を知ってもらうため、世界アルツハイマーデー及び月間

に合わせて認知症に関する普及啓発イベントを行います。 

主な取組 
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４ 認知症高齢者及び家族に対する支援 
認知症の家族の負担を軽減するため、やすらぎ支援事業の推進や認知症高齢者等位

置情報検索機器支援事業の推進を図ります。また、家族介護者の会などとの連携によ

り、介護負担の軽減を図るとともに、認知症高齢者本人及び介護者同士の支え合いを

支援します。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）認知症高齢者見守り事業（やすらぎ支援事業）（地域支援事業 任意事業） 

 「ＮＰＯ法人絆-びほろ」への委託により、やすらぎ支援員が居宅を訪問し見守

り等を行い、在宅認知症高齢者の認知症進行予防及び介護家族の負担の軽減を図

ります。 

（２）認知症高齢者等位置情報検索機器支援事業（地域支援事業 任意事業） 

 認知症の高齢者等に対し、家族の不安や事故を未然に防ぐことを目的に、Ｇ

ＰＳ通信の位置情報検索機器に関わる費用を支援し、行方不明時にインター

ネット等により位置を特定します。 

（３）男性介護者の会の開催 

地域包括支援センターが主体となり、「男性介護者」を対象に、介護に対する

思いや悩みを共有し、負担やストレスの軽減を図る交流の場を提供します。 

（４）認知症カフェの開催 

地域において認知症本人や家族、支援者が孤立せずに相談や情報交換、交

流できる場である認知症カフェを開催し、認知症本人の居場所づくりや介護

者等の負担軽減を図ります。 

また、本人が必要としていることを自ら発信する機会の提供に努めます。 

（５）社会活動に参画する機会の場の提供 

社会の様々な活動に参画する機会や認知症高齢者が自ら意見する機会の場

の提供の取組に努めます。 

主な取組 
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５ 認知症予防事業の促進 
認知症を予防するための各ボランティア団体による事業推進を支援するとともに、

各地域での取組を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）認知症予防教室、出前講座の開催 

しゃきっとプラザを活用した体力向上教室・しゃきっと教室などの「運動・

口腔・栄養・認知症予防を組み合わせた介護予防教室」などを開催するととも

に、保健師、管理栄養士、歯科衛生士、運動指導員などが、まち育出前講座で

地域へ出向いての開催も行います。 

（２）住民主体団体による認知症予防教室の開催 

認知症予防を推進する町民の自主的な活動を支援する施策の充実を図り、身

近な場所で継続して介護予防活動に参加できるよう介護予防の地域づくりを

進めます。 

主な取組 
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６ 成年後見制度の利用促進 
認知症等により自己の判断のみでは意思決定に支障のある高齢者の権利や財産を

守るため、成年後見制度の利用促進を図ります。 
 
 

（１）成年後見制度の普及啓発 

 認知症の高齢者や一人暮らしの高齢者が増加している中、高齢者が尊厳を持

って暮らし、不利益を被らないために、成年後見制度について広報やパンフレ

ット等で普及啓発します。 

（２）関係機関との連携強化 

成年後見制度利用促進に向けて、成年後見支援センターや地域包括支援セン

ターなどの相談機関との連携体制を強化します。 

また、本人への説明や支援を十分意識し、本人を中心とした「チーム」によ

る支援を実施し、地域で日常生活が継続できるよう「地域連携ネットワーク」

の構築や「中核機関」の在り方について検討します。 

（３）成年後見制度利用支援事業の実施（地域支援事業 任意事業） 

本人及び親族による申立てが見込めない場合については、町⾧申立てを実施

するとともに、成年後見制度の利用にかかる費用の負担が困難な場合について

は、費用の一部を助成します。 

（４）地域福祉権利擁護事業の実施 

成年後見制度を利用するほど判断能力は低下していないが、介護や福祉サー

ビスの手続き方法が分からない、あるいは、金銭管理等に不安のある町民につ

いては、社会福祉協議会による地域福祉権利擁護事業によって、日常生活を支

援します。 

主な取組 
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第４節 高齢者虐待防止 

高齢者虐待への迅速かつ適切な対応を図るため、高齢者虐待に関する広報活動を行

い、町民の高齢者虐待への認知度を高め、相談窓口を周知するなどして高齢者虐待防

止を推進するとともに、関係機関のネットワークによる高齢者虐待防止及び早期発見

への取り組みを推進します。 

 

 

１ 高齢者虐待の相談窓口と対応 

２ 高齢者虐待防止に関する理解・周知 

 

  

高齢者虐待防止 
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１ 高齢者虐待の相談窓口と対応 
 相談窓口として、保健福祉課や地域包括支援センターのさらなる周知を行い、相談

窓口の機能充実を図ります。 

また、高齢者虐待の対応は、各関係機関からの情報を基に的確な判断を行い、警察

等関係機関と連携の上、虐待の早期発見や、必要な支援を迅速かつ円滑に行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）相談窓口機能の充実 

高齢者虐待が発生する要因は、1つとして同じ事はなく、それぞれの事情

により異なっており、複雑な問題を抱えた高齢者に対応するため、早期に相

談を受けることが重要となります。その相談窓口として保健福祉課や地域包

括支援センターのさらなる周知を行い、相談先としての認知度を高める取り

組みを推進します。 

（２）高齢者虐待防止ネットワーク会議 

高齢者虐待の相談内容には、ひとつの機関だけでは対応できない多くの問

題が含まれていることから、行政や警察、福祉団体などの関係機関により構

成する会議を開催し、虐待の早期発見や、発見時の円滑な対応について協議

を行うとともに、虐待防止のためのネットワークづくりを行い、地域の連携

協力体制づくりを推進します。 

主な取組 
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２ 高齢者虐待防止に関する理解・周知 
高齢者虐待防止のために、早期発見、早期対応を行うため、各関係機関や地域がそ

れぞれの立場で虐待を受けている高齢者等のサインに気付き、それを保健福祉課及び

地域包括支援センターへ通報されることが重要となります。 

そのため、高齢者虐待防止に関する研修会の開催及び通報窓口の周知活動を推進し

ます。 

 

（１）高齢者虐待に関する研修会の開催等 

高齢者虐待に関する正しい知識を持つことにより、介護する方の高齢者虐待防止

につながり、また、高齢者虐待の早期発見、早期対応には関係機関からの情報提供

はもとより、地域からの情報提供も重要となることから、各関係機関及び町民向け

の高齢者虐待防止に係る研修会の開催及び通報窓口の周知活動を推進します。 

 

主な取組 
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第５節 介護予防・健康づくりの推進    

健康診査などの保健事業の実施により、生活習慣病などの早期発見、早期治療を勧

めるとともに、治療中の疾患の重症化を予防し、高齢者の健康の保持を図ります。 

また、介護予防や健康づくりの取組みを充実・推進し、要介護度の重症化を防ぎ、

元気な高齢者の健康の維持を図ります。 

 

 

  

１ 保健福祉総合センターしゃきっとプラザ 

「運動指導室・健康遊浴室」の利用促進 

２ 健康診査・予防接種の実施と推進  

３ 健康教育による普及啓発 

４ 健康相談・訪問指導の実施と介護予防の推進 

 

 

 

  

介護予防・健康づくりの推進 
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１ 保健福祉総合センターしゃきっとプラザ 
「運動指導室・健康遊浴室」の利用促進 

しゃきっとプラザには運動機器を使用し、心肺持久力・筋力トレーニング等を実施

する運動指導室と水の浮力を活用することにより体重の重い方や下肢に障がいのある

方も関節に負担をかけずに運動ができる健康遊浴室を設置しています。 

 

 

 

 

２ 健康診査・予防接種の実施と推進 
高齢者が健康な生活を送り、要介護状態にならないためには生活習慣病など疾病の

早期発見、早期治療、感染症予防のための予防接種が重要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康運動指導士が個人の体力に合わせた運動プログラムを提供し体力の維持・

向上を図る他、運動指導員や外部講師による各種教室を開催し利用の促進を図り

ます。 

主な取組 

（１）健康診査受診率向上 

特定健康診査、後期高齢者健康診査の実施とともに受診率向上の取り組み

を行い、心臓病や脳血管疾患等の生活習慣病の予防や早期発見及び重症化予

防に努めます。 

（２）口腔機能健診の推進 

 お口の健康を維持することは、充実した食生活、生き生きした暮らしを送る

上で欠かすことができないため、町内歯科医院で歯科健診を受けることがで

きる後期高齢者に対する「歯っぴぃ健診」のさらなる周知を図ります。 

（３）予防接種の推進 

肺炎の予防を図るため予防接種法に基づき高齢者肺炎球菌ワクチン及び高

齢者インフルエンザワクチンの予防接種を実施し、疾病の発症や重症化予防

を図ります。 

主な取組 
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３ 健康教育による普及啓発 
健康教育は健康づくりや疾病の予防について知識の普及を図ることにより「自らの

健康は自らが守る」という意識を醸成するとともに健康の保持増進を図ることを目的

としています。 

 

 

 

 

 

 

  

フレイル予防のための調理実習や健康づくりに関する講座を実施する他、地域に

根ざした活動を推進するため自治会やシニア(老人)クラブ等を対象として積極的に

地域に入る出前講座を実施するなど、⾧生きを楽しめる健康づくりについて普及啓

発していきます。 

主な取組 
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４ 健康相談・訪問指導の実施と介護予防の推進 

健康相談は心身の健康に関する個別の相談に応じ、必要な指導及び助言を行い、健

康管理を実践することで、効果的な健康づくりと介護予防を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（１）健康相談 

特定健康診査の結果についての説明を行う健診事後相談の他、月１回の定

例健康相談を実施します。 

（２）訪問指導 

生活習慣病予防や要介護状態となることを予防するため、健康診査の結果、

要指導者となった方や介護予防の観点から支援が必要な方を対象に、地区担

当保健師や管理栄養士等が家庭訪問し、健康管理や療養方法などについて支

援を行います。 

（３）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施の検討 

若い世代からの健康づくりの取組みが、将来の認知症予防につながるため、

効果的な健康づくりと介護予防の一体的な取組みについて検討します。 

 

主な取組 
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第６節 生きがいづくり・支え合い活動の推進  

高齢者が生きがいを持ち、また、地域とのかかわりを保ちながら暮らしていけるよ

うに、社会参加のための様々な活動を支援します。活動のきっかけづくり、活動の場

や機会の提供、活動団体への支援などを進めます。 

また、地域の様々な生活支援ニーズに対応していくため、地域資源を活用しながら

住民同士の支え合い活動を推進するとともに、高齢者就労を支援します。 

 

 

 
１ 社会活動参加の促進 

２ 高齢者の就労に対する支援・ボランティア活動の促進 

３ 生涯学習、文化・スポーツ活動機会の充実 

 

  

生きがいづくり・支え合い活動の推進 
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１ 社会活動参加の促進 
高齢者が年齢にとらわれることなく、地域の中で生きがいと役割、居場所を持ちな

がらいきいきと過ごすとともに、できるだけ自立した生活をしていくための生きがい

づくりなどが重要となることから、住み慣れた地域での高齢者同士の交流が図られる

よう、各種生きがい対策事業を実施し、高齢者の生きがい・仲間づくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）シニア(老人)クラブへの活動支援 

会員の高齢化や高齢者活動の場の多様化などによりクラブ数や会員数が減

少傾向にあることから、高齢者同士の交流や生きがいの推進、地域活動への

参加を促すべく、各種活動に取り組む町内の各シニア(老人)クラブの活動に

対して、活動内容の充実のための支援を行います。 

また、各シニア(老人)クラブ活動の充実を目的に設立された美幌町シニア

クラブ連合会の活動等に対し支援を行います。 

（２）多目的バスの貸し出し 

シニア(老人)クラブや高齢者福祉の増進に寄与する高齢者団体等のボラン

ティア活動や健康づくり活動等のために、多目的バスを貸し出します。 

主な取組 
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（３）高齢者が活躍できる通いの場等の充実 

高齢者がこれまで培った知識や経験を活かし、いきいきと自分らしく活躍

できる場の充実に努めるとともに、介護予防・健康づくりにつながる場の提

供を推進します。 

① 老人憩の家・常設老人クラブ 

青山北にある老人憩の家と、新町のコミュニティセンター内に併設され

ている施設において、ひとり暮らしの方の閉じこもりを防ぐため、レクリ

エーションなどを通じて交流の場を提供します。また、認知度を高めるた

めにさらなる利用周知を図ります。 

② 多様な交流の場の創出 

少子高齢化の進行に伴って、地域住民同士の連携・交流がより重要にな

ることから、子ども、学生、高齢者など幅広い世代の町民が集い、話し合

い、地域課題を共有できる多様な場を創出し、高齢者が気軽に立ち寄り、

交流できる場の提供について推進します。 

 

主な取組 
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２ 高齢者の就労に対する支援・ボランティア活動の促進 
少子高齢化や人口減少に伴い、あらゆる業種において労働力が不足していることか

ら、高齢者が⾧年培ってきた知識や経験を生かすことができるよう就業機会の確保を

図ります。 

また、住民同士の支え合いが不可欠であり、ボランティアの果たす役割が重要なこ

とから、地域を支える担い手として活躍できるボランティア活動を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）シルバー人材センターへの支援 

高齢者の知識と経験を活かした就業機会の確保等に取り組む、シルバー人

材センターへの活動支援を行います。 

また、シルバー人材センターの取り組み内容や会員の自主活動等につい

て、広くＰＲするとともに、多様な特技や技能を定年退職後も活かして活動

することにより、生きがいに繋がることを期待するため、意欲のある高齢者

の就業への参加を促します。 

（２）ボランティア活動の促進 

 高齢者が地域を支える担い手として活躍するために、知識と経験を活かした

活動や行事の手伝い、施設での話し相手等のボランティアを行った場合にポイ

ントを付与する取組みへの支援を行います。 

主な取組 
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３ 生涯学習、文化・スポーツ活動機会の充実 

明るく活力に満ちた高齢社会を築くために、元気な高齢者の積極的な社会参画活動

を支援する生涯学習等の充実を図ります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）明和大学の充実 

教育委員会において高齢者の生きがいづくりを目的として明和大学等が開

設運営されていますが、教育委員会と情報の共有など連携を図りながら、多様

化する高齢者ニーズを踏まえた講座内容とするなど、様々な機会を通じて仲間

を作る場としての充実を図ります。 

（２）趣味やスポーツ、特技を活かした活動の推進 

スポーツサークルなどにおいて、同じ特技を持つ高齢者の参加促進や、子ど

もから高齢者まで楽しく、気軽に参加できるスポーツ活動等の機会の提供を推

進し、健康づくり活動や世代間交流が出来る機会や場を提供します。 

主な取組 
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第７節 介護予防・日常生活支援総合事業の推進 
ひとり暮らしの高齢者や認知症高齢者等が急速に増加し、特に軽度の方を中心に生

活支援ニーズが高まる中、介護給付に馴染まない多様な生活支援サービスが地域で提

供される体制の構築が重要となっていることから、既存の生活支援サービスを含めた

総合事業について、これからも充実を図ります。 

また、より効果的に事業を実施するために介護予防・重度化防止に努めます。 

 

 

 

１ 事業の概要 

２ 介護予防・生活支援サービス事業の推進 

３ 一般介護予防事業の推進 

 

 

 
  

介護予防・日常生活支援総合事業の推進 
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１ 事業の概要 
事業内容については、次の２事業により構成されます。 

（１） 介護予防・生活支援サービス事業 

高齢者の方が地域の中で安心して暮らせるように、訪問型サービス、通所型サー

ビス等の提供を行います。既存の介護事業所によるサービスに加えて、ＮＰＯ、民

間企業、ボランティアなど地域が主体となった高齢者を支援する事業です。 

（２） 一般介護予防事業 

地域の実情に応じて高齢者本人へのアプローチだけではなく、地域づくりなどの

高齢者本人を取り巻く環境へのアプローチも含めた、より効果的・効率的な介護予

防の取組を推進する事業です。 

２ 介護予防・生活支援サービス事業の推進（地域支援事業） 

専門的なサービスに加え、健康な高齢者を含む地域住民やＮＰＯなど多様な主体に

よる新たなサービスの提供について検討を行い、要支援者等が選択できる提供体制の

整備を推進します。 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）訪問型サービス 

 ① これまでの訪問介護相当サービスの実施 

従来の介護予防訪問介護に相当するサービスとして実施します。 

 ② これまでの訪問介護相当サービスの基準を緩和したサービスの実施 

訪問介護相当サービス基準を緩和し、身体介護が含まれず、「調理や掃除」、

「買い物代行」などの生活援助に係るサービスについて、ＮＰＯや民間団体で

の提供体制を整備します。 

 

主な取組 
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（２）通所型サービス 

 ① これまでの通所介護相当サービスの実施 

従来の介護予防通所介護に相当するサービスとして実施します。 

 ② これまでの通所介護相当サービスの基準を緩和したサービスの実施 

   通所介護相当サービス基準を緩和し、ミニデイサービス、運動・レクリエー

ションなどのサービスについてＮＰＯや民間団体での提供体制を整備します。 

 ③ 介護予防に関する出前講座等の実施 

しゃきっとプラザや地域の会館等を利用して教室を開催し、運動・口腔機能

や栄養状態の向上などの介護予防についての知識や技術を獲得し、継続した取

り組みが出来るよう支援していきます。 

運動機能向上のため、リハビリテーション専門職等と連携しながら、充実を

図ります。 

（３）その他の生活支援サービス 

ひとり暮らし高齢者に対する見守りとともに、訪問型・通所型と一体的に行

われる自立した日常生活支援について推進します。 

（４）介護予防ケアマネジメントの質の向上 

地域包括支援センターが自立支援・重度化防止に必要な適切なアセスメント

と、高齢者の社会参加やインフォーマルサービスの活用等による介護予防ケア

マネジメントを実施し、適切なケアプラン作成ができるよう支援します。 

主な取組 
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３ 一般介護予防事業の推進（地域支援事業） 

 

 

 

 

 

 

 

（１）介護予防把握事業 

地域で活動されている方々と連携し、閉じこもり等の何らかの支援を要し、

介護予防的な介入が必要と思われる方の把握に努め、本人のニーズと周囲の環

境にあわせた介護予防活動へ繋げていきます。 

（２）介護予防普及啓発事業 

介護予防の基本的な知識を普及啓発するためのパンフレット等の周知を行

うなどして、地域における自主的な介護予防の活動を支援していきます。 

（３）地域介護予防活動支援事業 

高齢者が気軽に出かけられる身近な環境で、主体的に健康づくり・介護予防

に取り組むことができることを目指し、各地域の健康づくり・介護予防を支援

していきます。 

（４）一般介護予防事業評価事業 

町の介護予防の取り組みを量的、質的に経年的に評価しながら、よりよい地

域づくりを目指します。 

（５）地域リハビリテーション活動支援事業 

地域における介護予防の取り組みをより効果的なものとしていくため、ケア

会議等において、リハビリテーション専門職等の関与を促進します。 

主な取組 
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第８節 在宅医療・介護連携の強化           

医療と介護の両方のニーズが高くなる75歳以上の高齢者の増加を踏まえ、医療と介

護を効率的かつ効果的に提供するため、さらなる連携強化が必要となっています。高

齢者が疾病を抱えても、住み慣れた生活の場で療養し、自分らしい生活を続けられる

よう、関係機関が連携し、在宅医療と介護を一体的に提供できる体制を強化するため、

医療と介護の連携に向けた取組みを推進します。 

（地域支援事業 包括的支援事業）  

 

 

 

１ 在宅医療・介護連携の強化 

 

 

 

 

 

 

 

  

在宅医療・介護連携の強化 
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１ 在宅医療・介護連携の強化 
地域ケア会議や連絡会などの多職種による顔の見える関係づくりを推進し、地域包

括支援センターを中心にネットワークの構築を図り、在宅医療・介護連携のための人

材養成について推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）多職種による連携の推進 

在宅療養者の増加に対応するため、医療と介護の資源が有効に活用できるよ

う、多職種による連携を強化し、多職種による在宅医療・介護連携の推進を目

的とした地域ケア会議を積極的に行い、多職種の情報共有が効率的に行える体

制を構築します。 

また、医療関係者と介護関係者の顔の見える関係づくりを推進するため、地

域包括支援センター、タウンミーティング運営委員会など医師、歯科医師、病

院ソーシャルワーカー、ケアマネジャー等の多職種が参加する高齢者支援のた

めの連絡会の体制強化を推進します。 

（２）在宅療養の支援・相談体制の強化 

 退院後等に在宅療養が必要となった場合に、医療機関と関係機関が連携し、

早期に必要なサービスが提供されるよう、地域包括支援センターは在宅療養の

相談の受付や関係機関との調整を行い、在宅療養生活を支援します。 

（３）アドバンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ）の体制整備 

 万が一に備え、本人が望む医療やケアについて、前もって考え、繰り返し話

し合い、共有する取り組み（ACP）を推進するため、普及啓発に努めます。 

（４）在宅医療・介護連携のための人材の養成 

 医療や介護従事者に対し、研修等の情報提供を積極的に行い、参加を促進し

ます。 

主な取組 
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（５）町民への普及啓発 

在宅医療についての講演会等を開催し、町民や関係機関の理解を促進するととも

に、在宅医療の普及啓発を進めます。 

（６）介護情報基盤の整備 

医療・介護間の連携強化により、高齢者を地域で支えていく地域包括ケアシステ

ムを深化・推進するため、介護情報等を電子的に閲覧できる情報基盤の整備を進め

ます。 

主な取組 
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第９節 地域ケア会議の推進 

  地域ケア会議は、地域包括ケアシステムの実現のための有効なツールであり、更

に取り組みを進めることが必要です。このため、適切な支援を図るために必要な検討

を行うとともに、地域において自立した日常生活を営むために必要な支援体制に関す

る検討などを推進します。 

 

 

 

１ 個別課題から地域課題までの解決 

 

 

 

 

  

地域ケア会議の推進 
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１ 個別課題から地域課題までの解決 
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

個別のケアマネジメント 
 
 
 
 
 
 

サービス担当者会議 
 

（課題解決が困難な事例） 
 

 

個別事例（困難事例等）の支援を 
通じた地域支援ネットワークの構築 

高齢者の自立支援に資するケアマネジメント 

事例 
提供 支援 

 

政策形成 

自治会 

社会福祉協議会 

民生委員 

介護事業者 

医療機関・薬局 

警察・消防 

地域課題の発見・把握 

保健所 ケアマネ 

地域包括支援センターを中心に、医療・介護等の多職種協働により高齢者個人への

支援のための実務者レベルの地域ケア会議を開催するとともに、個別事例の検討

を通じ、地域のニーズや不足する社会資源を把握・共有し、地域課題の解決に必要

な資源開発や地域づくり、政策形成につながる代表者レベルの地域ケア会議を開

催します。 

 

地域づくり・資源開発の検討 

主な取組 

地域ケア会議（実務者レベル） 

地域包括支援センター 

地域ケア会議（代表者レベル） 

町職員 
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第１０節 地域における生活環境の充実 

今後、高齢化が進展する中で、地域における見守り体制の充実、地域資源の把握及び

開発、安心して生活できる環境整備が重要となるため、民生委員児童委員、社会福祉協

議会、各種ボランティア団体等と連携し、また美幌町生活支援・介護予防体制整備推進

協議体での議論を取り入れ、地域づくりを積極的に支援していくように努めます。 

また、地域づくりの母体となる各地域の方々に見守り活動等の重要性をお示しし、

体制強化への支援を行います。 

（地域支援事業 包括的支援事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 地域の見守り活動の推進及び見守り体制強化の支援 

２ 冬期間の生活環境の整備 

３ 災害時・感染症対策の充実 

４ 住環境の整備 

地域における生活環境の充実 

第５章 計画基本方針を達成するための展開

- 66 -



                                       

１ 地域の見守り活動の推進及び見守り体制強化の支援 
 各自治会、民生委員児童委員及びボランティアなどによる地域で高齢者を見守る体

制づくりについて推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）自治会・民生委員児童委員及びボランティアなどによる見守りの充実 

 地域の見守り体制の中心として、自治会・民生委員児童委員及びボランティア

が重要な役割を担っておりますが、この活動を継続的に行えるよう支援し、また、

課題については町も積極的に関与し、地域の見守り体制の充実を図ります。 

（２）さらなる見守り体制構築への支援 

見守り体制が確立されていない地域で今後体制構築を図る際には、町内の先

進的な地域を参考に町として積極的に支援を行い、その地域での見守り体制構

築を図ります。 

（３）たすけあいチームとの連携と支援 

 社会福祉協議会が主体で活動を推進しているたすけあいチームの除雪活動、

見守り活動、食事会等のふれあい行事、家事援助等それぞれのチームが取り組

む活動について、新たなチーム作りや活動の継続に対する支援を推進します。 

（４）自治会連合会による高齢者家族安心カード 

 自治会連合会が主体となり、75 歳以上の主に在宅の高齢者に、持病やかか

りつけ医などが記載された首下げタイプの名札を配布し、外出先などで急に具

合が悪くなった場合などにスムーズな支援が行える取組を推進します。 

主な取組 
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（５） 地域見守り活動連携協議会の推進・充実 

郵便・宅配、灯油・ガス、新聞販売店、電気などのライフライン事業者及び

歯科医療従事者などとの連携協定に基づき、高齢者の単身世帯や高齢者のみ世

帯等について、異変に気づいた場合、ライフライン事業所などが町や警察・消

防へ連絡して安否確認や緊急対応を行うことや、何らかの支援を必要としてい

る町民を早期に発見し、必要な支援に繋げるなど、地域に根ざした活動をする

事業者等に協力をいただきながら、安心して暮らせる地域づくりを推進します。 

また、定期的な訪問等をされている事業者でご協力いただける事業者の更な

る参画を推進し事業の充実を図ります。 

主な取組 

第５章 計画基本方針を達成するための展開
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２ 冬期間の生活環境の整備 

 自力で除雪困難な高齢者や障がい者世帯を対象に地域のたすけあいチーム、建設部

とも連携のうえ間口部分等の除雪を支援します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

（１）除雪困難者への間口除雪 

自力で除雪が困難な高齢者や障がい者などの世帯を対象に、建設部との連

携や、地域の協力を得ながら間口部分等の除雪を支援します。 

（２）たすけあいチームへの除雪機の貸与 

 各自治会のたすけあいチームへ小型家庭用除雪機を貸与し、冬期間におけ

るたすけあいチームの除雪活動を支援します。 

（３）除雪サービス ( 再掲第 1 節 3(5) ） 

除雪労力の確保が困難な世帯に対し、日常生活の維持と事故防止のため、

避難経路の確保を行います。 

 

主な取組 
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３ 災害時・感染症対策の充実 
災害の発生に備えて、自力避難が困難な高齢者が災害時に迅速な避難ができるよう、

避難支援体制の強化を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）避難行動要支援者の登録 

避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成により、災害発生時に自力で

は避難できない要支援者の避難のための地域の自主的な取組を促進します。 

（２）福祉避難所の確保 

 災害発生時に、一般の避難所では生活が困難な要介護度の重い高齢者等へ対

応するために、介護施設である特別養護老人ホーム緑の苑、介護老人保健施設

アメニティ美幌、あさひデイサービスとの間に福祉避難場所としての協定を結

んでおり、今後より一層連携を深めていきます。 

（３）防災（避難）訓練実施への支援 

 町内の各介護事業所において策定の計画に基づいた防災（避難）訓練が実施

できるように支援します。 

（４）感染症対策の啓発と関係機関との連携体制の構築 

 災害や感染症に対する備えについて、介護事業所等とも連携し、物資の備

蓄や調達状況の確認を行い、訓練の実施や感染拡大防止策の周知啓発や代替え

サービスの確保に向けた連携体制の構築等を行います。 
 

主な取組 
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４ 住環境の整備 
高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、地域生活の基

盤となる居住の場について、民間活力を導入するなど、高齢者のニーズや状況にマッ

チした多様な住まいの確保を段階的に検討します。 

 

 

 

 

 

（１）高齢者向け公営住宅（シルバーハウジング）の運営充実等 

高齢者世帯が加齢等に伴って心身機能が低下しても、生活援助員（ＬＳＡ）

による生活支援を受けながら住み続けられる高齢者向け公営住宅（シルバーハ

ウジング）の運営充実を図るとともに、民間活力を生かしたケアハウス、サー

ビス付き高齢者向け住宅などの整備について、介護保険の給付費の伸び率等も

含めて検討していきます。 

（２）生活環境の整備 

 手すりの取り付けなどの小規模な住宅改修を行った場合に設備の改修を支

援する住宅改修費の助成や、高齢者の身体状況に合わせた改修を実施するため

に、必要に応じて地域包括支援センターなどにより住宅改修の相談を実施し、

高齢者が要介護状態となることの予防や重度化の防止を図ります。 

主な取組 

第５章 計画基本方針を達成するための展開
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第６章 介護保険事業計画 

 

 

 

 

 

 

 

第６章では、第 9 期介護保険事業計画について、介護サービス圏域

の設定や、現在の各介護サービスにおける利用実績を整理し、第５

章で定めるさまざまな事業の取組を踏まえた今後の利用見込につい

て整理します。 
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 第６章 介護保険事業計画                                                

第１節 介護保険事業計画の概要 

介護保険事業計画は、「町における被保険者や要介護・要支援認定者等の人数」、

「介護サービスの種類ごとの量の見込み」、「地域支援事業の量の見込み」、「適切

な事業運営」などを定める介護保険事業運営の基礎となる計画で、３年ごとに見直し

ています。 

また、この計画は、サービスに要する費用と地域支援事業費の合計の見込みを明ら

かにすることによって、その費用をまかなうために必要な「第1号被保険者が負担する

保険料（以下第１号保険料）」を算定するための根拠にもなります。 

第1号保険料は、計画期間である３年間を通じて財政の均衡が保たれるように設定

しており、３年ごとに改定しています。 

第９期介護保険事業計画（計画期間 令和6 8年度）は、高齢者保健福祉計画に定

める、さまざまな取組（第5章に具体的施策の展開）を踏まえ、必要なサービス見込に

ついて、それぞれこの章の第3節から第４節により見込んでいます。 
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第２節 介護サービス圏域について 

１ 介護サービス圏域設定の意義と目的 
介護保険サービス量を見込む場合、日常生活圏域を設定しその圏域ごとに見込むこ

ととされています。日常生活圏域の設定に当たっては、地理的条件や住民の生活形態

等を踏まえ設定することとされています。 

第９期計画においても引き続き、次の考え方により町全体を１ヶ所の日常生活圏域

として設定し、サービスの充実を進めていきます。 

２ 介護サービス圏域設定の基本的な考え方 
美幌町の市街地は、網走川、美幌川に挟まれるよう形成され、役場及び隣接するし

ゃきっとプラザをほぼ中心に半径約２ｋｍ範囲に位置しており、それ以外に人口が集

中している集落はほとんどない状況となっています。市街地については、河川等で分

断される箇所も少なく経済圏域や生活圏域もほぼ一本化しています。 

これら地理的条件や町内交通網などを考慮した時、美幌町の日常生活圏域は、数箇

所に分ける必要がなく、町全体を１箇所の日常生活圏域と設定することが望ましいと

判断しました。 
 
 
  

第６章 介護保険事業計画

- 75 -



                                       

第３節 被保険者と要介護等認定者の現状と見込 

１ 被保険者数の現状と見込について 

（１）被保険者数（実績） 

第１号被保険者については、令和元年度をピークに減少を続けています。 

第 2 号被保険者については、年々減少傾向にあります。 

（単位 人） 

 
実   績 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

第 1 号被保険者 6,860 6,789 6,725 

 65 歳 74 歳 3,105 2,990 2,908 

75 歳以上 3,755 3,799 3,817 

第 2 号被保険者 6,024 5,910 5,925 

※第 1 号被保険者 65 歳以上の者、第 2 号被保険者 40 歳以上 65 歳未満 

 ※町外居住者（住所地特例者）を含む 

※令和 5 年度は 10 月末現在 
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（２）被保険者数（見込） 

 第 1 号被保険者は、緩やかに減少を続けますが、そのうちの 75 歳以上は増加し、

令和 12 年度にピークを迎え、その後は全体の減少幅が大きくなると見込まれます。 

 第 2 号被保険者については、大きく減少を続け、令和 32 年度には第９期最終年度

である令和 8 年度の人数の半分以下となることが見込まれます。 
  （単位 人） 

 

推  計 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
12 年度 

令和 
17 年度 

令和 
22 年度 

令和 
27 年度 

令和 
32 年度 

第 1 号 
被保険者 6,708 6,690 6,684 6,665 6,431 6,124 5,742 5,417 

 65 歳 
  

74 歳 
2,782 2,687 2,632 2,497 2,330 2,159 2,041 1,942 

75 歳 
以上 3,926 4,003 4,052 4,168 4,101 3,965 3,701 3,475 

第 2 号 
被保険者 5,832 5,738 5,620 5,150 4,516 3,867 3,293 2,805 

※第 1 号被保険者 65 歳以上の者、第２号被保険者 40 歳以上 65 歳未満 

※町外居住者（住所地特例者）を含む 

2,782 2,687 2,632 2,497
2,330

2,159 2,041 1,942

3,926 4,003 4,052 4,168 4,101
3,965

3,701
3,475

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

６年度 ７年度 ８年度 12年度 17年度 22年度 27年度 32年度

被保険者数の推計

65 74歳

75歳以上
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２ 要介護等認定者数の現状と見込について 
（１）要介護等認定者数（実績） 

 令和 3 年度から令和 5 年度の要介護等認定者数の被保険者数に対する割合は、少し

ずつ上昇しています。 
（単位 人） 

 
実  績 

令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

要介護等認定者数 1,310 1,295 1,305 

 

第 1 号被保険者の認定者数 
1,286 

(18.7%) 
1,274 

(18.8%) 
1,284 

(19.1%) 

 

要支援１ 222 213 217 

要支援２ 216 236 237 

要介護１ 221 194 225 

要介護２ 200 213 194 

要介護３ 133 153 154 

要介護４ 166 153 148 

要介護５ 128 112 109 

第２号被保険者の認定者数 
24 

(0.3%) 
21 

(0.3%) 
21 

(0.3%) 

 

要支援１ 3 2 2 

要支援２ 6 5 6 

要介護１ 0 3 1 

要介護２ 6 5 6 

要介護３ 4 1 2 

要介護４ 3 4 1 

要介護５ 2 1 3 

 ※( )は認定率 第 1 号（第 2 号）認定者数÷第 1 号（第 2 号）被保険者数 

※令和 5 年度は 10 月末現在 
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（２）要介護等認定者数（見込） 

要介護等認定者数は令和 12 年度まで増加していくことが予想されます。第 9 期最

終年度の令和 8 年度では第 1 号被保険者の認定率が 20.0％となる見込みです。 
（単位 人） 

 

推  計 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

令和 

27 年度 

令和 

32 年度 

要介護等 

認定者数 
1,337 1,355 1,360 1,359 1,334 1,281 1,197 1,123 

 

第１号 
被保険者の 
認定者数 

1,314 

(19.6%) 

1,333 

(19.9%) 

1,338 

(20.0%) 

1,339 

(20.1%) 

1,316 

(20.5%) 

1,267 

(20.7%) 

1,184 

(20.6%) 

1,112 

(20.5%) 

 

要支援１ 220 223 222 225 220 212 199 186 

要支援２ 242 244 244 247 243 234 219 206 

要介護１ 224 228 228 234 231 223 208 195 

要介護２ 202 204 204 206 201 194 181 169 

要介護３ 163 166 167 164 162 153 144 136 

要介護４ 153 156 159 153 151 146 136 129 

要介護５ 110 112 114 110 108 105 97 91 

第２号 
被保険者の 
認定者数 

23 

(0.3%) 

22 

(0.3%) 

22 

(0.3%) 

20 

(0.3%) 

18 

(0.3%) 

14 

(0.3%) 

13 

(0.3%) 

11 

(0.3%) 

 

要支援１ 2 2 2 2 2 1 1 1 

要支援２ 6 5 5 5 5 3 3 3 

要介護１ 2 2 2 2 2 1 1 1 

要介護２ 7 7 7 5 5 5 4 3 

要介護３ 2 2 2 2 1 1 1 1 

要介護４ 1 1 1 1 1 1 1 1 

要介護５ 3 3 3 3 2 2 2 1 

 ※( )は認定率 第 1 号（第 2 号）認定者数÷第 1 号（第 2 号）被保険者数 
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第４節 介護保険サービスの現状と見込      

１ 全体の現状と見込 
（１）サービス利用者数（実績） 

 美幌町の介護サービス利用者数は、高齢者のおよそ６人に１人がサービスを利用し

ており、令和５年度では 1,085 人が利用しています。 

 また、要介護等認定者に対するサービス利用者の割合は年々高くなっており、令和

５年度では 83.1%となっています。 

（単位 人） 

 実  績 

令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

要介護等認定者数 1,310 1,295 1,305 

サービス利用者数 
 （利用率） 

1,034 
(78.9%) 

1,044 
(80.6%) 

1,085 
(83.1%) 

 
居宅介護(介護予防)サービス 647 660 669 

地域密着型サービス 192 195 219 

施設サービス 195 189 197 

 ※( )は利用率＝サービス利用者数÷要介護等認定者数 

※令和 5 年度は 10 月末現在 
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（２）サービス利用者数（見込） 

 高齢者人口の増加等に伴い、今後も介護サービスの利用者数は増加していくと予想

されます。 

（単位 人） 

 推  計 

 令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

令和 

27 年度 

令和 

32 年度 

要介護等 
認定者数 

1,337 1,355 1,360 1,359 1,334 1,281 1,197 1,123 

サービス 
利用者数 

1,137 

(85.0%) 

1,172 

(86.5%) 

1,188 

(87.4%) 

1,213 

(89.3%) 

1,201 

(90.0%) 

1,167 

(91.1%) 

1,093 

(91.3%) 

1,028 

(91.5%) 

 居宅介護 
(介護予
防)サー
ビス 

706 731 744 767 769 749 698 651 

地域密着
型 
サービス 

221 223 223 225 222 218 209 201 

施設 
サービス 

210 218 221 221 210 200 186 176 

 ※( )は利用率＝サービス利用者数÷要介護等認定者数 
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２ 居宅サービスの現状と見込 
（１）居宅サービス利用者数（実績）  

 居宅サービスの利用状況については下表のとおりです。 

（単位 人／月） 

 

実  績 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

訪問介護 203 202 203 

訪問入浴介護 7 5 5 

訪問看護 88 89 89 

訪問リハビリテーション 5 3 4 

居宅療養管理指導 20 24 24 

通所介護 88 95 94 

通所リハビリテーション 56 65 66 

短期入所生活介護 62 64 63 

短期入所療養介護(老健) 8 6 11 

福祉用具貸与 295 300 298 

特定福祉用具販売 9 9 5 

居宅介護住宅改修費支給 6 4 4 

特定施設入所者生活介護 15 18 20 

居宅介護支援 451 455 432 

 ※令和 5 年度は令和５年１０月時点での見込み 
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（２）居宅サービス利用者数（見込） 

居宅サービスの利用者数については、要介護認定者数の増加やそれぞれのサービス

の利用率の推移などを踏まえて推計しています。 

（単位 人／月） 

 

推  計 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

令和 

27 年度 

令和 

32 年度 

訪問介護 207 209 210 206 206 199 185 169 

訪問入浴介護 5 5 5 5 5 5 5 4 

訪問看護 92 92 93 89 90 87 80 74 

訪問 
リハビリテーション 

5 5 5 5 4 4 3 3 

居宅療養管理指導 25 26 26 26 24 24 21 18 

通所介護 96 96 97 97 96 92 86 79 

通所 
リハビリテーション 

66 67 67 67 67 65 60 55 

短期入所生活介護 65 65 64 63 63 62 56 51 

短期入所療養介護 
(老健) 

11 11 11 11 11 11 10 9 

福祉用具貸与 305 306 306 299 302 290 270 245 

特定福祉用具販売 7 7 7 7 7 7 6 6 

居宅介護 
住宅改修費支給 

8 8 8 8 7 7 6 6 

特定施設 
入所者生活介護 

22 24 26 24 18 16 14 15 

居宅介護支援 441 444 444 438 440 423 392 360 

 

  

第６章 介護保険事業計画

- 83 -



                                       

３ 介護予防サービスの現状と見込 
（１）介護予防サービス利用者数（実績） 

介護予防サービスの利用状況については下表のとおりです。 

（単位 人／月） 

 
実  績 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護予防訪問入浴介護 0 0 0 

介護予防訪問看護 32 27 19 
介護予防 
訪問リハビリテーション 1 1 0 

介護予防居宅療養管理指導 3 3 4 
介護予防 
通所リハビリテーション 31 40 34 

介護予防短期入所生活介護 3 2 4 
介護予防 
短期入所療養介護(老健) 1 1 3 

介護予防福祉用具貸与 149 163 175 

介護予防特定福祉用具販売 7 6 4 
介護予防 
居宅介護住宅改修費支給 5 6 6 
介護予防 
特定施設入所者生活介護 6 7 6 

介護予防支援 182 194 202 

※令和 5 年度は令和 5 年 10 月時点での見込み 
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（２）介護予防サービス利用者数（見込） 

介護予防サービスの利用者数については、要介護認定者数の増加やそれぞれのサー

ビスの利用率の推移などを踏まえて推計しています。 

（単位 人／月） 

 

推  計 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

令和 

27 年度 

令和 

32 年度 

介護予防訪問入浴
介護 0 0 0 0 0 0 0 0 

介護予防訪問看護 25 25 25 25 23 22 19 19 

介護予防訪問リハ
ビリテーション 1 1 1 1 1 1 1 1 

介護予防居宅療養
管理指導 6 6 6 6 6 5 4 4 

介護予防通所リハ
ビリテーション 38 38 39 39 37 32 31 29 

介護予防短期入所
生活介護 4 4 4 4 4 4 3 3 

介護予防短期入所
療養介護(老健) 3 3 3 3 3 3 3 2 

介護予防福祉用具
貸与 178 179 179 181 178 171 158 148 

介護予防特定福祉
用具販売 5 5 5 5 5 5 5 3 

介護予防居宅介護
住宅改修費支給 6 6 6 6 6 6 6 5 

介護予防特定施設
入所者生活介護 8 8 8 8 8 8 6 5 

介護予防支援 203 205 205 205 200 191 179 169 
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４ 地域密着型サービスの現状と見込 
（１）地域密着型サービス利用者数（実績） 

 地域密着型サービスの利用状況は下表のとおりです。 

（単位 人／月） 

 

実  績 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

認知症対応型共同生活介護 73 73 72 

地域密着型介護老人福祉施設 
入所者生活介護 20 20 20 

認知症対応型通所介護 37 37 38 

地域密着型通所介護 73 72 63 

小規模多機能型居宅介護 1 1 23 

看護小規模多機能型居宅介護 1 0 0 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 2 1 1 

※令和 5 年度は令和 5 年 10 月時点での見込み 
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（２）地域密着型サービス利用者数（見込）及び必要定員数 

地域密着型サービスの利用者数については、令和５年度末現在(見込)の施設数及び

要介護認定者数の増加やそれぞれのサービスの利用率の推移などを踏まえて推計して

います。 

なお、第９期中（令和６年度 令和８年度）における「認知症対応型共同生活介護」、

「地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護」の必要定員数については、下表の推

計値とします。 

（単位 人／月） 

 

推  計 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

令和 

27 年度 

令和 

32 年度 

認知症対応型 
共同生活介護 72 72 72 72 72 72 72 70 

地域密着型 
介護老人福祉施設 
入所者生活介護 

20 20 20 20 20 20 20 20 

認知症対応型 
通所介護 39 39 39 39 39 38 35 34 

地域密着型 
通所介護 63 64 64 65 64 62 58 54 

小規模多機能型 
居宅介護 25 26 26 27 25 24 22 21 

看護小規模多機能型 
居宅介護 1 1 1 1 1 1 1 1 

定期巡回・随時対応
型訪問介護看護 1 1 1 1 1 1 1 1 
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５ 施設サービスの現状と見込 
（１）施設サービス利用者数（実績） 

 施設サービスの利用状況は下表のとおりです。 

（単位 人／月） 

 

実  績 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護老人福祉施設 108 111 113 

介護老人保健施設 80 78 78 

介護医療院 5 3 3 

介護療養型医療施設 1 1 0 

※令和 5 年度は令和 5 年 10 月時点での見込み 
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（２）施設サービス利用者数（見込） 

施設サービスの利用者数については、要介護認定者数の増加やそれぞれのサービス

の利用率の推移により推計しています。 

（単位 人／月） 

 

推  計 

令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

令和 

27 年度 

令和 

32 年度 

介護老人福祉施設 118 123 123 123 119 114 107 101 

介護老人保健施設 87 90 93 93 88 83 76 72 

介護医療院 5 5 5 5 3 3 3 3 

※ 上記推計値については、住所地特例者も含まれるため、町内の施設定員数を上回

る値となっています。 
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６ 地域支援事業の現状と見込 
（１）地域支援事業の概要 

地域支援事業は被保険者が要介護・要支援状態になることを予防するとともに、要

介護・要支援状態となった場合でも可能な限り地域で自立した日常生活を営むことが

できるよう支援することを目的とした事業です。 

 

（ 地域支援事業 ） 

介護予防・日常生活支援総合事業 

○介護予防・生活支援サービス事業 

・訪問型サービス事業 

・通所型サービス事業 

・生活支援サービス事業 

・介護予防支援事業（ケアマネジメント） 

○一般介護予防事業 

地域支援事業 
包括的支援事業 

○地域包括支援センター運営事業 

○地域ケア会議の推進事業 

○在宅医療・介護連携の推進事業 

○認知症施策の推進事業 

○生活支援・介護予防サービスの基盤整備の推進事業 

任意事業（6 事業） 
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（２）現状について 

これまでの主な地域支援事業の実施状況は以下のとおりです。 

区

分 
事 業 名 内 容 

実 績 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介
護
予
防
事
業 

訪問型サービス事業 利用者数(月平均) 103 117 117 

通所型サービス事業 利用者数(月平均) 92 81 79 

介護予防教室開催 参加者数(年) 49 59 643 

  

   

包
括
的
支
援
事
業 

地域包括支援センター 

運営事業 

設置箇所数 

職員数 

1 ヶ所 

11 人 

1 ヶ所 

11 人 

1 ヶ所 

10 人 

任

意

事

業 

住宅改修支援事業 支援件数(年) 1 4 5 

在宅高齢者配食事業 配食件数(月平均) 53 58 57 

介護用品(おむつ)支給事業 支給件数(月平均) 29 22 29 

認知症高齢者見守り事業 

(やすらぎ支援) 
利用者数(月平均) 18 15 13 

成年後見制度利用支援事業 申立件数(年) 0 3 2 

介護給付費等費用適正化事業

(ケアプラン点検) 
点検件数(年) 30 10 10 

シルバーハウジング 

運営事業(LSA 配置) 
配置箇所数 2 か所 2 か所 2 か所 

※令和 5 年度は令和 5 年 10 月時点での見込み 

  

上記に加え、対象者把握事業、普及啓発事業など事業費の伴わない取組についても

実施しています。 
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（３）見込について 

 主な地域支援事業の実施見込は以下のとおりです。 
  
 
 
 
 

① 介護予防・日常生活支援総合事業 
 

事 業 名 内 容 

推  計 
令和 

6 年度 

令和 

7 年度 

令和 

8 年度 

令和 

12 年度 

令和 

17 年度 

令和 

22 年度 

令和 

27 年度 

令和 

32 年度 

介
護
予
防
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス 

訪
問
型 

訪問型 
介護サ 
ービス 

利用者
数(月) 120 人 120 人 120 人 109 人 101 人 92 人 83 人 76 人 

通
所
型 

通所型 
介護サ 
ービス 

利用者
数(月) 85 人 85 人 85 人 73 人 68 人 62 人 56 人 51 人 

その他生活支
援サービス 

    
 

    

一
般
介
護
予
防
事
業 

介護予防把握
事業 

         

介護予防 
普及啓発事業 

         

地域介護予防 
活動支援事業 

         

一般介護予防 
事業評価事業 

         

地域リハビリ
テーション活
動支援事業 

         

 
  

訪問・通所型と一体的に行われる自立した日常生活支援につ
いて年次的に推進します。 

第５章の基本的な考え方を踏まえて、地域の実情に応じた効

果的・効率的な介護予防事業について年次的に進めます。 

地域支援事業費については、介護給付費をもとに国が定めた割合で上限額が定め
られ、この上限額の範囲において必要な保険料を算定します。 

なお、上限額を超えた事業費分については税金などの一般財源が充てられます。 
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② 包括的支援事業・任意事業 

事 業 名 内 容 

推  計 

令和 
6 年度 

令和 
7 年度 

令和 
8 年度 

令和 
12 年度 

令和 
17 年度 

令和 
22 年度 

令和 
27 年度 

令和 
32 年度 

包
括
的
支
援
事
業 

地域包括支

援センター 

運営事業 

設置箇所

数・職員

数(人) 

1 ヶ所 

11 人 

1 ヶ所 

12 人 

1 ヶ所 

12 人 

1 ヶ所 

12 人 

1 ヶ所 

12 人 

1 ヶ所 

12 人 

1 ヶ所 

12 人 

1 ヶ所 

12 人 

      

 

   

任
意
事
業 

住宅改修支
援事業 

支援件数
(年) 8 件 8 件 8 件 8 件 8 件 8 件 8 件 7 件 

配食サービ
ス事業 

配食件数 
(月平均) 64 件 65 件 66 件 68 件 67 件 65 件 60 件 57 件 

認知症高齢
者見守り事
業 ( やす ら
ぎ支援) 

利用者数 
(月平均) 18 人 18 人 19 人 19 人 19 人 18 人 17 人 16 人 

成年後見制
度利用支援
事業 

申立件数
(年) 5 件 6 件 6 件 6 件 6 件 5 件 5 件 4 件 

介護給付費
等費用適正
化 事業 ( ケ
アプラン点
検) 

点検件数
(年) 12 件 12 件 12 件 12 件 12 件 12 件 12 件 12 件 

シルバーハ
ウジング 
運営事業 

配置箇所
数 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 2 か所 

 
  

このほか地域ケア会議の充実、医療介護の連携、認知症施策の推進、生活支援・介

護予防サービスの基盤整備などについて第 5 章の取組を年次的に進めます。 
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第５節 適切な事業運営 
介護保険制度は、被保険者の方々に保険料を負担していただきながら運営をする社

会保険制度です。このため、公平公正で無駄のない、適切な事業運営を行う必要があ

ります。 

適切な事業運営のため、以下に掲げる項目に重点をおいた取組を推進します。 

１ 保険料の適切な賦課・徴収 

個々の被保険者に対する保険料の賦課は、被保険者の世帯状況や所得状況を正確に

把握し、適正かつ公平公正に進めていきます。 

また、やむを得ない特別な事情により保険料の納付が困難な状況にある方について

は、個別の事情に応じた納付相談を行います。 

また、被保険者の方々に保険料を公平に納付していただくことは、適切な制度運営

のために極めて重要です。このため、あらゆる機会を通じて制度の周知を図り、保険

料納付の必要性について理解の促進に努めます。 

２ 介護給付等に要する費用の適正化事業の推進 

提供されるサービスがそれぞれの利用者の能力に応じた自立を支援するものとな

っているか、また、事業者による不正・不適切なサービス提供が行われていないかな

どといった観点から、保険給付の適正化のため第9期中において次の取組（主要３事

業）を重点的に実施します。 

（１）要介護認定の適正化 

 要介護認定の変更認定又は更新認定に係る認定調査の内容について、書面等の審査

により、適切かつ公平な要介護認定の確保を図ります。 

 目標値 全件職員による点検 
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（２）ケアプランの点検 

介護支援専門員が作成した居宅介護サービス計画等の記載内容について、点検及び

支援を行うことにより、個々の受給者が真に必要とするサービスを確保し、適合して

いないサービス提供を改善します。また、必要に応じて住宅改修の点検、福祉用具購

入・貸与調査を行います。 

 目標値 年10件以上 

（３）医療との突合・縦覧点検 

受給者の後期高齢者医療や国民健康保険の入院情報と介護保険の給付状況を突合

し、給付日数や提供されたサービスの整合性の点検を行い、医療と介護の重複請求の

排除等を図ります。また、受給者ごとに複数月にまたがる介護報酬の支払状況（請求

明細内容）を確認し、提供されたサービスの整合性、算定回数・算定日数等の点検を

行い、請求内容の誤り等を早期に発見して適切な処置を行います。 

 目標値 国保連合会への委託による点検 

３ 介護サービス情報の公表 

介護保険制度に係るサービス内容の周知はもちろんのこと、地域包括支援センター

に関することや、今後介護予防・生活支援サービス事業の体制整備を進めていく際は、

所在地や事業内容、サービス内容についても、効果的な情報発信を行います。 
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第７章では、第 6 章での各介護サービスの利用見込にもとづき各事

業費を算定のうえ、第 9 期における所得段階別の介護保険料の額を

定めます。 
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 第７章 第 9 期介護保険事業費の見込と保険料  

第１節 給付と負担、所得段階区分           

１ サービスの給付と負担の関係 
サービス費用は、国・都道府県・市町村の公費と、第１号保険料、第２号保険料の

３者でまかなうこととされており、それぞれが国によって決められた一定の割合に応

じて負担することとなります。 

このことから、サービス費用が大きくなるほど、それぞれの負担する金額も大きく

なり、結果的に第１号保険料全体で負担する金額も大きくなる仕組みとなっています。 

第１号保険料は、介護保険の保険者である美幌町に納めていただきますが、その額

は、介護保険事業計画期間の３年間で見込まれるサービス費用に基づき、そのうち第

１号保険料全体で負担すべき金額をまかなうことができるように設定し、町の条例や

介護保険事業計画の中で定めます。 

一方、第２号保険料は、第２号被保険者が加入している医療保険において医療保険

料に上乗せして納めていただきますが、その保険料額は市町村が定めるのではなく、

国が各医療保険者に課した金額を基に、それぞれの医療保険者が独自の算定方法によ

り設定しています。 
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２ 所得段階区分 
 所得段階区分の設定は、第９段階から第 13 段階へ変更となっています。 

また、第 1 段階から第 3 段階までの低所得者は保険料負担が軽減される仕組みが設
けられており、公費のほか、多段階化によって増額となった保険料で賄われています。 

段 階 対 象 者 
被保険者の 
負担割合 

第 1 段階 
生活保護を受給している方、老齢福祉年金受給者で世帯全員が町民税非課税
の方及び世帯全員が町民税非課税で、本人の前年の公的年金収入金額と合計
所得金額※1の合計が80万円以下の方 

基準額×0.455 

※2 

第 2 段階 
世帯全員が町民税非課税で、本人の前年の公的年金収入金額と合計所得金額
※1の合計が80万円を超え120万円以下の方 

基準額×0.685 

※2 

第 3 段階 
世帯全員が町民税非課税で、本人の前年の公的年金収入金額と合計所得金額
※1の合計が120万円を超える方 

基準額×0.69 

※2 

第４段階 
世帯の中に町民税課税者がいて、本人が町民税非課税で、本人の前年の公的
年金収入金額と合計所得金額※1の合計が80万円以下の方 基準額×0.9 

第 5 段階 
世帯の中に町民税課税者がいて、本人が町民税非課税で、本人の前年の公的
年金収入金額と合計所得金額※1の合計が80万円を超える方 基準額 

第 6 段階 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が120万円未満の方 基準額×1.2 

第 7 段階 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が120万円以上210万円未満の方 基準額×1.3 

第 8 段階 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が210万円以上320万円未満の方 基準額×1.5 

第 9 段階 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が320万円以上420万円未満の方 基準額×1.7 

第 10 段階 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が420万円以上520万円未満の方 基準額×1.9 

第 11 段階 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が520万円以上620万円未満の方 基準額×2.1 

第 12 段階 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が620万円以上720万円未満の方 基準額×2.3 

第 13 段階 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が720万円以上の方 基準額×2.4 

※1 第 1 段階から第 5 段階の合計所得金額とは合計所得金額から年金収入に係る所得を除いた金額です。 
※2 第 1 段階から第 3 段階の方は負担軽減により、実際の負担割合が 

第１段階 0.285 第 2 段階 0.485 第 3 段階 0.685  となります。 
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第２節 第１号保険料の額と設定 
１ 第 1 号被保険者保険料の基準額算定方法 

第１号被保険者の保険料基準額については、次のような計算により算定されます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険給付費・地域支援事業費等の見込の「3
年間の合計額」に対し第 1 号被保険者負担分相当
額（割合 2３%）を計算。 

× 

調整交付金増額見込額 
国交付の「調整交付金」の見込により、(2)の割
合（2３%）がどれだけ減少するかを計算。 
 
※調整交付金は事業費に対して全国標準値
(5%相当)が交付されますが、所得段階別加
入割合や後期高齢者加入割合の地域格差分
について国が財政調整を行うものです。 

（1） 

ー 

（2） 

基金の活用額 保険料上昇抑制策として「基金の活用」により
(2)の割合(2３%)を抑制。 

（4） 

＝ 

（5） 

÷ 

ー 

（6） 予定保険料収納率を計算。 
 

÷ 

＝ 
１人当たりの保険料（基準額） 

介護給付費・地域支援事業費等額 

（計画期間 3 年間の見込合計額） 

2３% 
第 1 号被保険者負担分相当額 

（3） 

（7） 

被保険者数 

（所得段階別加入割合補正後） 

（計画期間 3 年間の見込合計） 

所得段階別加入割合補正後とは、所得段
階別加入者数に加入者割合を乗じて、基
準割合(100%)該当者数に調整（換算）
するものです。 

 

(2)－(3)－(4) 

 

保険料上昇抑制対策後における 

第 1 号被保険者負担分相当額 

予定保険料収納率 
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２ 介護保険給付費・地域支援事業費等の見込 
サービス費用については、第６章で示した被保険者数・要介護等認定者数・サー

ビス利用者数の見込みに基づいて推計しており、保険給付費の見込は下表のとおりと

なります。 
（単位 千円） 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

介
護
（
予
防
）
給
付 

居宅(介護予防)サービス費 728,428 735,431 746,177 

地域密着型サービス費 450,283 452,265 452,132 

施設サービス費 711,504 738,731 748,730 

小   計 1,890,215 1,926,427 1,947,039 

地
域
支
援
事
業 

介護予防・日常生活支援総合事業費 62,397 69,397 69,397 

包括的支援事業費及び任意事業費 49,905 49,905 49,905 

小   計 112,302 119,302 119,302 

特定入所者介護サービス費 72,935 73,883 74,105 

高額介護サービス費等給付額 47,686 48,640 49,612 

高額医療合算介護サービス費等給付額 6,199 6,323 6,450 

審査支払手数料 1,651 1,683 1,717 

合   計 2,130,988 2,176,258 2,198,225 

3年間の合計額 6,505,471 
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３ 所得段階別加入者数・所得段階別加入割合補正後の被保険者数見込 

所得段階別加入者数に加入者割合を乗じて、基準割合（100%）該当者数に調整（換

算）するものです。 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

第 1 段階 1,173 人 17.5% 1,175 人 17.6% 1,175 人 17.6% 

第 2 段階 863 人 12.9% 865 人 12.9% 865 人 12.9% 

第 3 段階 667 人 9.9% 665 人 9.9% 665 人 9.9% 

第 4 段階 614 人 9.2% 613 人 9.2% 613 人 9.2% 

第 5 段階 882 人 13.1% 877 人 13.1% 876 人 13.1% 

第 6 段階 890 人 13.3% 886 人 13.2% 885 人 13.2% 

第 7 段階 904 人 13.5% 900 人 13.5% 899 人 13.5% 

第 8 段階 401 人 6.0% 399 人 6.0% 398 人 6.0% 

第 9 段階 145 人 2.2% 141 人 2.1% 140 人 2.1% 

第 10 段階 58 人 0.9% 58 人 0.9% 57 人 0.9% 

第 11 段階 30 人 0.4% 30 人 0.4% 30 人 0.4% 

第 12 段階 18 人 0.3% 18 人 0.3% 18 人 0.3% 

第 13 段階 63 人 0.9% 63 人 0.9% 63 人 0.9% 

合計（被保険者数） 6,708 人 100.0% 6,690 人 100.0% 6,684 人 100.0% 

所得段階別加入割合 
補正後の被保険者数 

6,477 人 6,452 人 6,443 人 

所得段階別加入割合 
補正後の被保険者数 

（3 年間の合計人数） 
19,372 人 
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４ 第 1 号被保険者保険料 

（１）基準額の算定 

 第９期中における第 1 号被保険者の保険料基準額については、次の計算のとおりと

なります。 

（１）介護給付費・地域支援事業費等額 
（計画期間 3 年間の見込合計額） ａ 6,505,470,747 円 

（２）第 1 号被保険者負担分相当額 ｂ 
(ａ×23%) 1,496,258,272 円 

（３）財政調整交付金増額見込額 ｃ 198,005,213 円 

（４）基金の活用額 ｄ 95,400,000 円 

（５）保険料上昇抑制策後における 
第 1 号被保険者負担分相当額 

ｅ 
(b-c-d) 1,202,853,059 円 

（６）予定保険料収納率 ｆ 99.5% 

（７）被保険者数（所得段階別加入割合補正後） 
（計画期間 3 年間の見込合計） ｇ 19,372 人 

基
準
額 

１人当たりの年間保険料 
ｈ 

(e÷f÷g) 62,404 円 

１人当たりの月額保険料 
ｉ 

(h÷12 ヶ月) 5,200 円 

※基金（美幌町介護保険基金）とは、これまで介護保険事業の安定運営のため、国などから制度創
立時に交付された交付金を積み立たてたものに、過去に生じた剰余金や預金利息などを加え積
み立てて管理・運用しているものです。 

※美幌町において第９期中の見込については、「高齢者中の後期高齢者の割合」と「高齢者の所得
状況の格差」により「調整交付金」が全国標準値(5%相当)より多く交付される見込で推計して
います。 

※保険料の収納率についてこれまでの推移などから「99.5%」とし計算。 
  

第７章 第９期介護保険事業費の見込と保険料

- 103 -



                                       

（２）所得段階別の保険料 
 第９期中における第１号被保険者の所得段階別保険料額は、次のとおりとしました。 

段 階 対 象 者 月額 年額 
負担 
割合 

第 1 段階 

生活保護を受給している方、老齢福祉年金受給
者で世帯全員が町民税非課税の方及び世帯全員
が町民税非課税で、本人の前年の公的年金収入
金額と合計所得金額※の合計が80万円以下の方 

1,482 円 17,700 円 0.285 

第 2 段階 
世帯全員が町民税非課税で、本人の前年の公的
年金収入金額と合計所得金額※の合計が80万円
を超え120万円以下の方 

2,522 円 30,200 円 0.485 

第 3 段階 
世帯全員が町民税非課税で、本人の前年の公的
年金収入金額と合計所得金額※の合計が120万
円を超える方 

3,562 円 42,700 円 0.685 

第４段階 
世帯の中に町民税課税者がいて、本人が町民税
非課税で、本人の前年の公的年金収入金額と合
計所得金額※の合計が80万円以下の方 

4,680 円 56,100 円 0.9 

第 5 段階 
世帯の中に町民税課税者がいて、本人が町民税
非課税で、本人の前年の公的年金収入金額と合
計所得金額※の合計が80万円を超える方 

基準額 
5,200 円 

基準額 
62,400 円 1.0 

第 6 段階 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が
120万円未満の方 6,240 円 74,800 円 1.2 

第 7 段階 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が
120万円以上210万円未満の方 6,760 円 81,100 円 1.3 

第 8 段階 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が
210万円以上320万円未満の方 7,800 円 93,600 円 1.5 

第 9 段階 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が
320万円以上420万円未満の方 8,840 円 106,000 円 1.7 

第 10 段階 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が
420万円以上520万円未満の方 9,880 円 118,500 円 1.9 

第 11 段階 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が
520万円以上620万円未満の方 10,920 円 131,000 円 2.1 

第 12 段階 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が
620万円以上720万円未満の方 11,960 円 143,500 円 2.3 

第 13 段階 本人が町民税課税で、前年の合計所得金額が
720万円以上の方 12,480 円 149,700 円 2.4 

※第 1 段階から第 5 段階の合計所得金額とは合計所得金額から年金収入に係る所得を除いた金額です。 
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○ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果について 

○ 在宅介護実態調査結果について 

○ 介護事業所アンケート結果について 

○ 「美幌町高齢者保健福祉・介護保険事業推進委員会」委員名簿 
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